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（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。
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函館厚生院看護専門学校学則

第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。

分　野 課　程 学　　　科 修業年限 入学定員 総定員

医　療 専門課程 看護科（３年課程） ３年 ４０ １２０

（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この学校（以下「本校」という。）は、看護に必要な基礎的知識と技術を教授すると
ともに、豊かな人間性を養い地域社会に貢献できる看護実践者の育成を目的とする。

　本校の名称及び位置は、次のとおりとする。
　名称　函館厚生院看護専門学校
　位置　函館市本町３４番８－１号

　課程の組織、修業年限及び学生定員は、次のとおりとする。

　学生は、６年を超えて在学することができない。
　転入学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。

　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

　学期を分けて次の２期とする。
　　前　期　　４月１日から９月30日まで
　　後　期　　10月１日から翌年３月31日まで

　休業日は、次のとおりとする。
　（１） 土曜日・日曜日
　（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178号）に規定する休日
　（３） 本校の創立記念日（９月１日）
　春期、夏期、冬期等における休業日は１年を通じ10週間とする。
　前項の定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は、学校長がその都度定める。

　教育課程は別表のとおりとする。
　別表中、１単位当たりの時間数は、講義・演習については15時間又は30時間、実　
習・実技については30時間又は45時間とする。

　本校に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　（１）高等学校又は中等教育学校を卒業した者
　（２）通常の課程による12年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程　
　　　により、これに相当する学校教育を修了した者
　（３）外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる
　　　者で文部科学大臣の指定した者
　（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外
　　　教育施設の当該課程を修了した者
　（５）文部科学大臣の指定した者
　（６）文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　入学を志願する者は、所定の願書に別に定める検定料及び書類を添えて所定の期日ま
でに学校長に提出しなければならない。

　入学を志願する者に対しては、学力検査、出身校長の調査書、面接により選考を行う。

　前条の選考により合格した者は、所定の期日までに誓約書、その他本校所定の書類と
別に定める入学料を添えて提出しなければならない。
　学校長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
　既納の入学料は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生は、別に定める授業料等を指定された日に納入しなければならない。
　既納の授業料等は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生又は保証人の氏名又は住所を変更したときは、すみやかに学生はその旨を学長に
届け出なければならない。

　学生は、他の学校に入学を志願し、又は各種の試験に応じようとするときは、あらか
じめ、学校長の承認を受けなければならない。
　　　　　　　
　学生は、疾病その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その理由を具
し、すみやかに学校長に届け出なければならない。
　前項の場合において、欠席が疾病のため７日以上にわたるときは、医師の診断書を添
えなければならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により引き続き１月以上休学しようとするとき
は、その理由を具し保証人と連署のうえ、学校長に願い出て、許可を受けなければなら
ない。　　　
　前項の場合において、休学が疾病によるときは医師の診断書を添えなければならない。

　休学中の学生が復学しようとするときは、学校長に願い出てその許可を受けなければ
ならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、その理由を具
し（疾病の場合にあっては医師の診断書を添え）、保証人と連署のうえ、学校長に願い
出てその許可を受けなければならない。

　転入学を志願する者がある場合は、学校長は欠員のある場合に限り、選考のうえ許可
することができる。
　前項の規定により転入学等を許可しようとする者の既に修得した授業科目、単位数及
び時間数の取扱い並びに在学すべき年数については、教務会議の議を経て学校長が決定
する。

　単位修得の認定は、各授業科目に係る講義、実習等への出席状況（授業時数の３分の
２の出席）と当該科目の試験又は実習評価に基づき行う。
　授業科目の成績は、１科目100点満点とし、60点以上を合格とする。
　授業科目の成績が前項の合格点に達しない者は、その科目につき再試験を受けること
ができる。
　授業科目の試験に欠席した者で、その欠席の理由が正当であると認められる者は、追
試験を受けることができる。

　本校入学前に大学、高等専門学校、又は歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言
語聴覚士の資格に係る学校若しくは養成所で、保健師助産師看護師学校養成所指定規則
（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表第３に規定されている教育内容と同一内容
の科目を履修している者から、その単位の認定について申請があった場合には、履修し
た学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学
校長は総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校において履修したものと認定する
ことができる。
　本校の入学前に社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項
第１号の規定に該当する者で養成所に入学した者の単位の認定について申請のあった場
合には、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令(平成20年厚生
労働省令第42号)による改正前の社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則(昭和62年厚生
省令第50号)別表第４に規定する基礎分野又は社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則
別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則(平成20年文部科学省令・厚生労
働省令第２号)別表第４に定める人間と社会の領域に限り、既修の学習内容を評価し、
本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学校長は本校において履
修したものと認定することができる。

　学生の卒業は、規定の授業科目の単位修得の認定を受けた者について卒業認定会議の
議を経て学校長が認定する。
　学校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。　　　　　

　学校長は、前条により本校の専門課程看護科を修了した者に対して、専門士（医療専
門課程）の称号を授与する。

　本校専門課程看護科を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。　
　　　

　学校長は、学生の健康管理に努め、１年に１回以上の健康診断を実施する。
　学生の健康管理に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　学生が次の各号の一に該当すると認めたときは、学校長が表彰することができる。
　（１）品行方正で学業成績優秀な者
　（２）３年間皆勤し学業に精励した者
　（３）その他、表彰に値する行為を行った者

　本校の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は学校長が懲戒
する。
　懲戒の種類は訓告、停学及び退学とする。
　前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。
　（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　（３）正当な理由がなくて出席が常でない者
　（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者
　（５）正当な理由がなく授業料を滞納し、督促を受けたにもかかわらずなお納入しな
　　　い者

　本校に次の職員をおく。
　（１）学校長　　　　　１名
　（２）副学校長　　　　１名
　（３）事務長　　　　　１名
　（４）教務課長　　　　１名
　（５）実習調整者　　　１名
　（６）専任教員　　　　７名以上

　（７）講　師　　　　　30名以上
　（８）健康管理医　　　１名
　（９）事務員　　　　　１名以上
　（１０）前各号に掲げる者のほか、学校長が必要と認める職員

　職務及び運営については、函館厚生院看護専門学校業務規程で定める。

　学生には必要物品を貸与する。
　学生への物品貸与に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、学生が安心して学校生活を送れるよう、
個人情報を適切に保護し、利用目的を遵守する。
　前項の個人情報保護に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図り、教育活動等につ
いて自ら点検及び評価を行う。
　前項の点検及び評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図るため、学校関係者
評価を行う。
　前項の評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　この学則を施行するために必要な細則は、学校長が別に定める。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この学校（以下「本校」という。）は、看護に必要な基礎的知識と技術を教授すると
ともに、豊かな人間性を養い地域社会に貢献できる看護実践者の育成を目的とする。

　本校の名称及び位置は、次のとおりとする。
　名称　函館厚生院看護専門学校
　位置　函館市本町３４番８－１号

　課程の組織、修業年限及び学生定員は、次のとおりとする。

　学生は、６年を超えて在学することができない。
　転入学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。

　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

　学期を分けて次の２期とする。
　　前　期　　４月１日から９月30日まで
　　後　期　　10月１日から翌年３月31日まで

　休業日は、次のとおりとする。
　（１） 土曜日・日曜日
　（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178号）に規定する休日
　（３） 本校の創立記念日（９月１日）
　春期、夏期、冬期等における休業日は１年を通じ10週間とする。
　前項の定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は、学校長がその都度定める。

　教育課程は別表のとおりとする。
　別表中、１単位当たりの時間数は、講義・演習については15時間又は30時間、実　
習・実技については30時間又は45時間とする。

　本校に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　（１）高等学校又は中等教育学校を卒業した者
　（２）通常の課程による12年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程　
　　　により、これに相当する学校教育を修了した者
　（３）外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる
　　　者で文部科学大臣の指定した者
　（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外
　　　教育施設の当該課程を修了した者
　（５）文部科学大臣の指定した者
　（６）文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　入学を志願する者は、所定の願書に別に定める検定料及び書類を添えて所定の期日ま
でに学校長に提出しなければならない。

　入学を志願する者に対しては、学力検査、出身校長の調査書、面接により選考を行う。

　前条の選考により合格した者は、所定の期日までに誓約書、その他本校所定の書類と
別に定める入学料を添えて提出しなければならない。
　学校長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
　既納の入学料は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生は、別に定める授業料等を指定された日に納入しなければならない。
　既納の授業料等は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生又は保証人の氏名又は住所を変更したときは、すみやかに学生はその旨を学長に
届け出なければならない。

　学生は、他の学校に入学を志願し、又は各種の試験に応じようとするときは、あらか
じめ、学校長の承認を受けなければならない。
　　　　　　　
　学生は、疾病その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その理由を具
し、すみやかに学校長に届け出なければならない。
　前項の場合において、欠席が疾病のため７日以上にわたるときは、医師の診断書を添
えなければならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により引き続き１月以上休学しようとするとき
は、その理由を具し保証人と連署のうえ、学校長に願い出て、許可を受けなければなら
ない。　　　
　前項の場合において、休学が疾病によるときは医師の診断書を添えなければならない。

　休学中の学生が復学しようとするときは、学校長に願い出てその許可を受けなければ
ならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、その理由を具
し（疾病の場合にあっては医師の診断書を添え）、保証人と連署のうえ、学校長に願い
出てその許可を受けなければならない。

　転入学を志願する者がある場合は、学校長は欠員のある場合に限り、選考のうえ許可
することができる。
　前項の規定により転入学等を許可しようとする者の既に修得した授業科目、単位数及
び時間数の取扱い並びに在学すべき年数については、教務会議の議を経て学校長が決定
する。

　単位修得の認定は、各授業科目に係る講義、実習等への出席状況（授業時数の３分の
２の出席）と当該科目の試験又は実習評価に基づき行う。
　授業科目の成績は、１科目100点満点とし、60点以上を合格とする。
　授業科目の成績が前項の合格点に達しない者は、その科目につき再試験を受けること
ができる。
　授業科目の試験に欠席した者で、その欠席の理由が正当であると認められる者は、追
試験を受けることができる。

　本校入学前に大学、高等専門学校、又は歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言
語聴覚士の資格に係る学校若しくは養成所で、保健師助産師看護師学校養成所指定規則
（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表第３に規定されている教育内容と同一内容
の科目を履修している者から、その単位の認定について申請があった場合には、履修し
た学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学
校長は総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校において履修したものと認定する
ことができる。
　本校の入学前に社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項
第１号の規定に該当する者で養成所に入学した者の単位の認定について申請のあった場
合には、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令(平成20年厚生
労働省令第42号)による改正前の社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則(昭和62年厚生
省令第50号)別表第４に規定する基礎分野又は社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則
別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則(平成20年文部科学省令・厚生労
働省令第２号)別表第４に定める人間と社会の領域に限り、既修の学習内容を評価し、
本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学校長は本校において履
修したものと認定することができる。

　学生の卒業は、規定の授業科目の単位修得の認定を受けた者について卒業認定会議の
議を経て学校長が認定する。
　学校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。　　　　　

　学校長は、前条により本校の専門課程看護科を修了した者に対して、専門士（医療専
門課程）の称号を授与する。

　本校専門課程看護科を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。　
　　　

　学校長は、学生の健康管理に努め、１年に１回以上の健康診断を実施する。
　学生の健康管理に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　学生が次の各号の一に該当すると認めたときは、学校長が表彰することができる。
　（１）品行方正で学業成績優秀な者
　（２）３年間皆勤し学業に精励した者
　（３）その他、表彰に値する行為を行った者

　本校の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は学校長が懲戒
する。
　懲戒の種類は訓告、停学及び退学とする。
　前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。
　（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　（３）正当な理由がなくて出席が常でない者
　（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者
　（５）正当な理由がなく授業料を滞納し、督促を受けたにもかかわらずなお納入しな
　　　い者

　本校に次の職員をおく。
　（１）学校長　　　　　１名
　（２）副学校長　　　　１名
　（３）事務長　　　　　１名
　（４）教務課長　　　　１名
　（５）実習調整者　　　１名
　（６）専任教員　　　　７名以上

　（７）講　師　　　　　30名以上
　（８）健康管理医　　　１名
　（９）事務員　　　　　１名以上
　（１０）前各号に掲げる者のほか、学校長が必要と認める職員

　職務及び運営については、函館厚生院看護専門学校業務規程で定める。

　学生には必要物品を貸与する。
　学生への物品貸与に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、学生が安心して学校生活を送れるよう、
個人情報を適切に保護し、利用目的を遵守する。
　前項の個人情報保護に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図り、教育活動等につ
いて自ら点検及び評価を行う。
　前項の点検及び評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図るため、学校関係者
評価を行う。
　前項の評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　この学則を施行するために必要な細則は、学校長が別に定める。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。

― 3 ―

（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この学校（以下「本校」という。）は、看護に必要な基礎的知識と技術を教授すると
ともに、豊かな人間性を養い地域社会に貢献できる看護実践者の育成を目的とする。

　本校の名称及び位置は、次のとおりとする。
　名称　函館厚生院看護専門学校
　位置　函館市本町３４番８－１号

　課程の組織、修業年限及び学生定員は、次のとおりとする。

　学生は、６年を超えて在学することができない。
　転入学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。

　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

　学期を分けて次の２期とする。
　　前　期　　４月１日から９月30日まで
　　後　期　　10月１日から翌年３月31日まで

　休業日は、次のとおりとする。
　（１） 土曜日・日曜日
　（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178号）に規定する休日
　（３） 本校の創立記念日（９月１日）
　春期、夏期、冬期等における休業日は１年を通じ10週間とする。
　前項の定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は、学校長がその都度定める。

　教育課程は別表のとおりとする。
　別表中、１単位当たりの時間数は、講義・演習については15時間又は30時間、実　
習・実技については30時間又は45時間とする。

　本校に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　（１）高等学校又は中等教育学校を卒業した者
　（２）通常の課程による12年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程　
　　　により、これに相当する学校教育を修了した者
　（３）外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる
　　　者で文部科学大臣の指定した者
　（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外
　　　教育施設の当該課程を修了した者
　（５）文部科学大臣の指定した者
　（６）文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　入学を志願する者は、所定の願書に別に定める検定料及び書類を添えて所定の期日ま
でに学校長に提出しなければならない。

　入学を志願する者に対しては、学力検査、出身校長の調査書、面接により選考を行う。

　前条の選考により合格した者は、所定の期日までに誓約書、その他本校所定の書類と
別に定める入学料を添えて提出しなければならない。
　学校長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
　既納の入学料は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生は、別に定める授業料等を指定された日に納入しなければならない。
　既納の授業料等は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生又は保証人の氏名又は住所を変更したときは、すみやかに学生はその旨を学長に
届け出なければならない。

　学生は、他の学校に入学を志願し、又は各種の試験に応じようとするときは、あらか
じめ、学校長の承認を受けなければならない。
　　　　　　　
　学生は、疾病その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その理由を具
し、すみやかに学校長に届け出なければならない。
　前項の場合において、欠席が疾病のため７日以上にわたるときは、医師の診断書を添
えなければならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により引き続き１月以上休学しようとするとき
は、その理由を具し保証人と連署のうえ、学校長に願い出て、許可を受けなければなら
ない。　　　
　前項の場合において、休学が疾病によるときは医師の診断書を添えなければならない。

　休学中の学生が復学しようとするときは、学校長に願い出てその許可を受けなければ
ならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、その理由を具
し（疾病の場合にあっては医師の診断書を添え）、保証人と連署のうえ、学校長に願い
出てその許可を受けなければならない。

　転入学を志願する者がある場合は、学校長は欠員のある場合に限り、選考のうえ許可
することができる。
　前項の規定により転入学等を許可しようとする者の既に修得した授業科目、単位数及
び時間数の取扱い並びに在学すべき年数については、教務会議の議を経て学校長が決定
する。

　単位修得の認定は、各授業科目に係る講義、実習等への出席状況（授業時数の３分の
２の出席）と当該科目の試験又は実習評価に基づき行う。
　授業科目の成績は、１科目100点満点とし、60点以上を合格とする。
　授業科目の成績が前項の合格点に達しない者は、その科目につき再試験を受けること
ができる。
　授業科目の試験に欠席した者で、その欠席の理由が正当であると認められる者は、追
試験を受けることができる。

　本校入学前に大学、高等専門学校、又は歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言
語聴覚士の資格に係る学校若しくは養成所で、保健師助産師看護師学校養成所指定規則
（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表第３に規定されている教育内容と同一内容
の科目を履修している者から、その単位の認定について申請があった場合には、履修し
た学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学
校長は総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校において履修したものと認定する
ことができる。
　本校の入学前に社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項
第１号の規定に該当する者で養成所に入学した者の単位の認定について申請のあった場
合には、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令(平成20年厚生
労働省令第42号)による改正前の社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則(昭和62年厚生
省令第50号)別表第４に規定する基礎分野又は社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則
別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則(平成20年文部科学省令・厚生労
働省令第２号)別表第４に定める人間と社会の領域に限り、既修の学習内容を評価し、
本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学校長は本校において履
修したものと認定することができる。

　学生の卒業は、規定の授業科目の単位修得の認定を受けた者について卒業認定会議の
議を経て学校長が認定する。
　学校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。　　　　　

　学校長は、前条により本校の専門課程看護科を修了した者に対して、専門士（医療専
門課程）の称号を授与する。

　本校専門課程看護科を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。　
　　　

　学校長は、学生の健康管理に努め、１年に１回以上の健康診断を実施する。
　学生の健康管理に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　学生が次の各号の一に該当すると認めたときは、学校長が表彰することができる。
　（１）品行方正で学業成績優秀な者
　（２）３年間皆勤し学業に精励した者
　（３）その他、表彰に値する行為を行った者

　本校の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は学校長が懲戒
する。
　懲戒の種類は訓告、停学及び退学とする。
　前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。
　（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　（３）正当な理由がなくて出席が常でない者
　（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者
　（５）正当な理由がなく授業料を滞納し、督促を受けたにもかかわらずなお納入しな
　　　い者

　本校に次の職員をおく。
　（１）学校長　　　　　１名
　（２）副学校長　　　　１名
　（３）事務長　　　　　１名
　（４）教務課長　　　　１名
　（５）実習調整者　　　１名
　（６）専任教員　　　　７名以上

　（７）講　師　　　　　30名以上
　（８）健康管理医　　　１名
　（９）事務員　　　　　１名以上
　（１０）前各号に掲げる者のほか、学校長が必要と認める職員

　職務及び運営については、函館厚生院看護専門学校業務規程で定める。

　学生には必要物品を貸与する。
　学生への物品貸与に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、学生が安心して学校生活を送れるよう、
個人情報を適切に保護し、利用目的を遵守する。
　前項の個人情報保護に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図り、教育活動等につ
いて自ら点検及び評価を行う。
　前項の点検及び評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図るため、学校関係者
評価を行う。
　前項の評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　この学則を施行するために必要な細則は、学校長が別に定める。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この学校（以下「本校」という。）は、看護に必要な基礎的知識と技術を教授すると
ともに、豊かな人間性を養い地域社会に貢献できる看護実践者の育成を目的とする。

　本校の名称及び位置は、次のとおりとする。
　名称　函館厚生院看護専門学校
　位置　函館市本町３４番８－１号

　課程の組織、修業年限及び学生定員は、次のとおりとする。

　学生は、６年を超えて在学することができない。
　転入学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。

　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

　学期を分けて次の２期とする。
　　前　期　　４月１日から９月30日まで
　　後　期　　10月１日から翌年３月31日まで

　休業日は、次のとおりとする。
　（１） 土曜日・日曜日
　（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178号）に規定する休日
　（３） 本校の創立記念日（９月１日）
　春期、夏期、冬期等における休業日は１年を通じ10週間とする。
　前項の定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は、学校長がその都度定める。

　教育課程は別表のとおりとする。
　別表中、１単位当たりの時間数は、講義・演習については15時間又は30時間、実　
習・実技については30時間又は45時間とする。

　本校に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　（１）高等学校又は中等教育学校を卒業した者
　（２）通常の課程による12年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程　
　　　により、これに相当する学校教育を修了した者
　（３）外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる
　　　者で文部科学大臣の指定した者
　（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外
　　　教育施設の当該課程を修了した者
　（５）文部科学大臣の指定した者
　（６）文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　入学を志願する者は、所定の願書に別に定める検定料及び書類を添えて所定の期日ま
でに学校長に提出しなければならない。

　入学を志願する者に対しては、学力検査、出身校長の調査書、面接により選考を行う。

　前条の選考により合格した者は、所定の期日までに誓約書、その他本校所定の書類と
別に定める入学料を添えて提出しなければならない。
　学校長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
　既納の入学料は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生は、別に定める授業料等を指定された日に納入しなければならない。
　既納の授業料等は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生又は保証人の氏名又は住所を変更したときは、すみやかに学生はその旨を学長に
届け出なければならない。

　学生は、他の学校に入学を志願し、又は各種の試験に応じようとするときは、あらか
じめ、学校長の承認を受けなければならない。
　　　　　　　
　学生は、疾病その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その理由を具
し、すみやかに学校長に届け出なければならない。
　前項の場合において、欠席が疾病のため７日以上にわたるときは、医師の診断書を添
えなければならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により引き続き１月以上休学しようとするとき
は、その理由を具し保証人と連署のうえ、学校長に願い出て、許可を受けなければなら
ない。　　　
　前項の場合において、休学が疾病によるときは医師の診断書を添えなければならない。

　休学中の学生が復学しようとするときは、学校長に願い出てその許可を受けなければ
ならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、その理由を具
し（疾病の場合にあっては医師の診断書を添え）、保証人と連署のうえ、学校長に願い
出てその許可を受けなければならない。

　転入学を志願する者がある場合は、学校長は欠員のある場合に限り、選考のうえ許可
することができる。
　前項の規定により転入学等を許可しようとする者の既に修得した授業科目、単位数及
び時間数の取扱い並びに在学すべき年数については、教務会議の議を経て学校長が決定
する。

　単位修得の認定は、各授業科目に係る講義、実習等への出席状況（授業時数の３分の
２の出席）と当該科目の試験又は実習評価に基づき行う。
　授業科目の成績は、１科目100点満点とし、60点以上を合格とする。
　授業科目の成績が前項の合格点に達しない者は、その科目につき再試験を受けること
ができる。
　授業科目の試験に欠席した者で、その欠席の理由が正当であると認められる者は、追
試験を受けることができる。

　本校入学前に大学、高等専門学校、又は歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言
語聴覚士の資格に係る学校若しくは養成所で、保健師助産師看護師学校養成所指定規則
（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表第３に規定されている教育内容と同一内容
の科目を履修している者から、その単位の認定について申請があった場合には、履修し
た学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学
校長は総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校において履修したものと認定する
ことができる。
　本校の入学前に社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項
第１号の規定に該当する者で養成所に入学した者の単位の認定について申請のあった場
合には、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令(平成20年厚生
労働省令第42号)による改正前の社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則(昭和62年厚生
省令第50号)別表第４に規定する基礎分野又は社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則
別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則(平成20年文部科学省令・厚生労
働省令第２号)別表第４に定める人間と社会の領域に限り、既修の学習内容を評価し、
本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学校長は本校において履
修したものと認定することができる。

　学生の卒業は、規定の授業科目の単位修得の認定を受けた者について卒業認定会議の
議を経て学校長が認定する。
　学校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。　　　　　

　学校長は、前条により本校の専門課程看護科を修了した者に対して、専門士（医療専
門課程）の称号を授与する。

　本校専門課程看護科を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。　
　　　

　学校長は、学生の健康管理に努め、１年に１回以上の健康診断を実施する。
　学生の健康管理に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　学生が次の各号の一に該当すると認めたときは、学校長が表彰することができる。
　（１）品行方正で学業成績優秀な者
　（２）３年間皆勤し学業に精励した者
　（３）その他、表彰に値する行為を行った者

　本校の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は学校長が懲戒
する。
　懲戒の種類は訓告、停学及び退学とする。
　前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。
　（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　（３）正当な理由がなくて出席が常でない者
　（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者
　（５）正当な理由がなく授業料を滞納し、督促を受けたにもかかわらずなお納入しな
　　　い者

　本校に次の職員をおく。
　（１）学校長　　　　　１名
　（２）副学校長　　　　１名
　（３）事務長　　　　　１名
　（４）教務課長　　　　１名
　（５）実習調整者　　　１名
　（６）専任教員　　　　７名以上

　（７）講　師　　　　　30名以上
　（８）健康管理医　　　１名
　（９）事務員　　　　　１名以上
　（１０）前各号に掲げる者のほか、学校長が必要と認める職員

　職務及び運営については、函館厚生院看護専門学校業務規程で定める。

　学生には必要物品を貸与する。
　学生への物品貸与に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、学生が安心して学校生活を送れるよう、
個人情報を適切に保護し、利用目的を遵守する。
　前項の個人情報保護に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図り、教育活動等につ
いて自ら点検及び評価を行う。
　前項の点検及び評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図るため、学校関係者
評価を行う。
　前項の評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　この学則を施行するために必要な細則は、学校長が別に定める。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この学校（以下「本校」という。）は、看護に必要な基礎的知識と技術を教授すると
ともに、豊かな人間性を養い地域社会に貢献できる看護実践者の育成を目的とする。

　本校の名称及び位置は、次のとおりとする。
　名称　函館厚生院看護専門学校
　位置　函館市本町３４番８－１号

　課程の組織、修業年限及び学生定員は、次のとおりとする。

　学生は、６年を超えて在学することができない。
　転入学生は、在学すべき年数の２倍に相当する年数を超えて在学することができない。

　学年は、４月１日に始まり、翌年３月31日に終わる。

　学期を分けて次の２期とする。
　　前　期　　４月１日から９月30日まで
　　後　期　　10月１日から翌年３月31日まで

　休業日は、次のとおりとする。
　（１） 土曜日・日曜日
　（２） 国民の祝日に関する法律（昭和23年法律178号）に規定する休日
　（３） 本校の創立記念日（９月１日）
　春期、夏期、冬期等における休業日は１年を通じ10週間とする。
　前項の定めるもののほか、臨時に休業を必要とする場合は、学校長がその都度定める。

　教育課程は別表のとおりとする。
　別表中、１単位当たりの時間数は、講義・演習については15時間又は30時間、実　
習・実技については30時間又は45時間とする。

　本校に入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。
　（１）高等学校又は中等教育学校を卒業した者
　（２）通常の課程による12年の学校教育を修了した者、又は通常の課程以外の課程　
　　　により、これに相当する学校教育を修了した者
　（３）外国において、学校教育における12年の課程を修了した者、又はこれに準ずる
　　　者で文部科学大臣の指定した者
　（４）文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外
　　　教育施設の当該課程を修了した者
　（５）文部科学大臣の指定した者
　（６）文部科学大臣の行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者

　入学を志願する者は、所定の願書に別に定める検定料及び書類を添えて所定の期日ま
でに学校長に提出しなければならない。

　入学を志願する者に対しては、学力検査、出身校長の調査書、面接により選考を行う。

　前条の選考により合格した者は、所定の期日までに誓約書、その他本校所定の書類と
別に定める入学料を添えて提出しなければならない。
　学校長は、前項の入学手続きを完了した者に入学を許可する。
　既納の入学料は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生は、別に定める授業料等を指定された日に納入しなければならない。
　既納の授業料等は、いかなる事情があっても返還しない。

　学生又は保証人の氏名又は住所を変更したときは、すみやかに学生はその旨を学長に
届け出なければならない。

　学生は、他の学校に入学を志願し、又は各種の試験に応じようとするときは、あらか
じめ、学校長の承認を受けなければならない。
　　　　　　　
　学生は、疾病その他やむを得ない理由により欠席しようとするときは、その理由を具
し、すみやかに学校長に届け出なければならない。
　前項の場合において、欠席が疾病のため７日以上にわたるときは、医師の診断書を添
えなければならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により引き続き１月以上休学しようとするとき
は、その理由を具し保証人と連署のうえ、学校長に願い出て、許可を受けなければなら
ない。　　　
　前項の場合において、休学が疾病によるときは医師の診断書を添えなければならない。

　休学中の学生が復学しようとするときは、学校長に願い出てその許可を受けなければ
ならない。

　学生は、疾病その他やむを得ない理由により退学しようとするときは、その理由を具
し（疾病の場合にあっては医師の診断書を添え）、保証人と連署のうえ、学校長に願い
出てその許可を受けなければならない。

　転入学を志願する者がある場合は、学校長は欠員のある場合に限り、選考のうえ許可
することができる。
　前項の規定により転入学等を許可しようとする者の既に修得した授業科目、単位数及
び時間数の取扱い並びに在学すべき年数については、教務会議の議を経て学校長が決定
する。

　単位修得の認定は、各授業科目に係る講義、実習等への出席状況（授業時数の３分の
２の出席）と当該科目の試験又は実習評価に基づき行う。
　授業科目の成績は、１科目100点満点とし、60点以上を合格とする。
　授業科目の成績が前項の合格点に達しない者は、その科目につき再試験を受けること
ができる。
　授業科目の試験に欠席した者で、その欠席の理由が正当であると認められる者は、追
試験を受けることができる。

　本校入学前に大学、高等専門学校、又は歯科衛生士、診療放射線技師、臨床検査技師、
理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士及び言
語聴覚士の資格に係る学校若しくは養成所で、保健師助産師看護師学校養成所指定規則
（昭和26年文部省・厚生省令第１号）別表第３に規定されている教育内容と同一内容
の科目を履修している者から、その単位の認定について申請があった場合には、履修し
た学習内容を評価し、本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学
校長は総取得単位数の２分の１を超えない範囲で本校において履修したものと認定する
ことができる。
　本校の入学前に社会福祉士及び介護福祉士法（昭和62年法律第30号）第40条第２項
第１号の規定に該当する者で養成所に入学した者の単位の認定について申請のあった場
合には、社会福祉士及び介護福祉士法施行規則等の一部を改正する省令(平成20年厚生
労働省令第42号)による改正前の社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則(昭和62年厚生
省令第50号)別表第４に規定する基礎分野又は社会福祉士介護福祉士養成施設指定規則
別表第４若しくは社会福祉士介護福祉士学校指定規則(平成20年文部科学省令・厚生労
働省令第２号)別表第４に定める人間と社会の領域に限り、既修の学習内容を評価し、
本校における教育内容に相当するものと認められる場合には、学校長は本校において履
修したものと認定することができる。

　学生の卒業は、規定の授業科目の単位修得の認定を受けた者について卒業認定会議の
議を経て学校長が認定する。
　学校長は、卒業を認定した者に対して卒業証書を授与する。　　　　　

　学校長は、前条により本校の専門課程看護科を修了した者に対して、専門士（医療専
門課程）の称号を授与する。

　本校専門課程看護科を卒業した者には、看護師国家試験の受験資格が与えられる。　
　　　

　学校長は、学生の健康管理に努め、１年に１回以上の健康診断を実施する。
　学生の健康管理に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　学生が次の各号の一に該当すると認めたときは、学校長が表彰することができる。
　（１）品行方正で学業成績優秀な者
　（２）３年間皆勤し学業に精励した者
　（３）その他、表彰に値する行為を行った者

　本校の規則に違反し、又は学生としての本分に反する行為があった者は学校長が懲戒
する。
　懲戒の種類は訓告、停学及び退学とする。
　前項の退学は、次の各号の一に該当する学生に対して行う。
　（１）性行不良で改善の見込みがないと認められる者
　（２）学力劣等で成業の見込みがないと認められる者
　（３）正当な理由がなくて出席が常でない者
　（４）学校の秩序を乱し、その他学生としての本分に反した者
　（５）正当な理由がなく授業料を滞納し、督促を受けたにもかかわらずなお納入しな
　　　い者

　本校に次の職員をおく。
　（１）学校長　　　　　１名
　（２）副学校長　　　　１名
　（３）事務長　　　　　１名
　（４）教務課長　　　　１名
　（５）実習調整者　　　１名
　（６）専任教員　　　　７名以上

　（７）講　師　　　　　30名以上
　（８）健康管理医　　　１名
　（９）事務員　　　　　１名以上
　（１０）前各号に掲げる者のほか、学校長が必要と認める職員

　職務及び運営については、函館厚生院看護専門学校業務規程で定める。

　学生には必要物品を貸与する。
　学生への物品貸与に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、学生が安心して学校生活を送れるよう、
個人情報を適切に保護し、利用目的を遵守する。
　前項の個人情報保護に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図り、教育活動等につ
いて自ら点検及び評価を行う。
　前項の点検及び評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　本校は、学則第１条の目的を達成するため、教育の質の向上を図るため、学校関係者
評価を行う。
　前項の評価に関し必要な事項は、学校長が別に定める。

　この学則を施行するために必要な細則は、学校長が別に定める。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



第１章　　総　　　　則
（目　　的）
第１条

（名称及び位置）
第２条
　

（課程及び学生の定員）
第３条　

（在学年限）
第４条
　　２

第２章　　学年、学期及び休業日
（学　　年）
第５条
（学　　期）
第６条

（休 業 日）
第７条

　　２
　　３

第３章　  教　育　課　程
（教育課程）
第８条
　　２
　

第４章　　入学、休学、復学、退学、転入学
（入学資格）
第９条

（入学の出願）
第10条

（入学の選考）
第11条
（入学手続及び入学許可）
第12条

　　 ２
　　 ３
（授業料等）
第13条
　　 ２
（氏名及び住所の変更の届出）
第14条

（各種試験に応ずる場合等）
第15条

（欠席の届出）　　　　　　　
第16条

　　 ２

（休　　学）
第17条

　　
　　 ２

（復　　学）
第18条

（退　　学）
第19条

（転 入 学）
第20条

　　 ２

第５章　　単位修得の認定、成績評価
（単位修得の認定及び成績評価）
第21条

　　 ２
　　 ３

　　 ４

（入学前の授業科目の履修等）
第22条

　　 ２

第６章　　卒 業 の 認 定
（卒業の認定）
第23条

　　 ２　　　　
（称号の授与）
第24条

（資格の取得）
第25条
　　　　

第７章　　健 康 管 理
（健康管理）
第26条
　　 ２

第８章　　賞　　　 罰
（表　　彰）
第27条

（懲　　戒）
第28条

　　 ２
　　 ３

第９章　　職員の組織及び運営
（職員の組織）
第29条

　　　　　　

（運　　営）
第30条

第10章　　貸　　　 与
（物品の貸与）
第31条
　　 ２

第11章　　個人情報保護
（個人情報保護）
第32条

　　 ２

第12章　　学校評価
（自己点検・自己評価）
第33条

　　 ２
（学校関係者評価）
第34条

　　 ２

第13章　　雑　　　 則
第35条

　附　則
この学則は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は昭和62年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成２年４月１日から施行する。
２．平成２年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成８年４月１日から施行する。

　附　則
１．この学則は平成９年４月１日から施行する。
２．平成９年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業料目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成14年３月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成17年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は平成21年４月１日から施行する。
２．平成21年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
　附　則
この学則は平成23年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は平成29年４月１日から施行する。
　附　則
この学則は令和２年４月１日から施行する。
　附　則
１．この学則は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業科目及び
　授業時間数については、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）

教　　育　　課　　程

30
15
15
15
15
30
15
30
15
30
30
30
15
30
30
345
15
30
30
15
15
15
30
30
30
15
15
30
15
30
15
30
30
15
15
30
30
15
15
510

1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
15
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
23

アカデミックスキル
基礎セミナー
看護物理学
情報科学
統計学入門
心理学
教育学
現代社会学
法と人権
生活科学
地域と文化
人間関係論
家族論
看護のためのEnglish skill
健康と運動

形態機能学総論
形態機能学各論 Ⅰ
形態機能学各論 Ⅱ
形態機能学各論 Ⅲ
栄養学
生化学
疾病と治療 Ⅰ
疾病と治療 Ⅱ
疾病と治療 Ⅲ
疾病と治療 Ⅳ
疾病と治療 Ⅴ
疾病と治療 Ⅵ
病態生理学
治療論 Ⅰ
治療論 Ⅱ
薬理学
微生物学
保健医療論
多職種連携活動論
公衆衛生学
社会福祉
看護と法律
関係法規 
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（別　表）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

（別　表　2 ）
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基礎看護学概論 
看護倫理
看護援助に共通する技術
基礎看護学方法論 Ⅰ
基礎看護学方法論 Ⅱ
基礎看護学方法論 Ⅲ
基礎看護学方法論 Ⅳ
基礎看護学方法論 Ⅴ
基礎看護学方法論 Ⅵ
基礎看護学方法論 Ⅶ
基礎看護学方法論 Ⅷ
基礎看護技術の統合
臨床看護学総論
地域・在宅看護論Ⅰ
地域・在宅看護論Ⅱ
地域・在宅看護論Ⅲ
地域・在宅看護論Ⅳ
地域・在宅看護論Ⅴ
地域・在宅看護論Ⅵ
成人看護学概論
成人看護学方法論 Ⅰ
成人看護学方法論 Ⅱ
成人看護学方法論 Ⅲ
成人看護学方法論 Ⅳ
成人看護学方法論 Ⅴ
老年看護学概論
老年看護学方法論 Ⅰ
老年看護学方法論 Ⅱ
老年看護学方法論 Ⅲ
小児看護学概論
小児看護学方法論 Ⅰ
小児看護学方法論 Ⅱ
小児看護学方法論 Ⅲ
母性看護学概論
母性看護学方法論 Ⅰ
母性看護学方法論 Ⅱ
母性看護学方法論 Ⅲ
精神看護学概論
精神看護学方法論 Ⅰ
精神看護学方法論 Ⅱ
精神看護学方法論 Ⅲ
医療安全
看護研究Ⅰ
看護研究Ⅱ
看護管理
災害看護・国際看護
看護リフレクションⅠ
看護リフレクションⅡ
看護技術の総合評価Ⅰ
看護技術の総合評価Ⅱ
基礎看護学実習 Ⅰ
基礎看護学実習 Ⅱ
地域・在宅看護論実習
成人・老年看護学基本実習 
成人・老年看護学実習 Ⅰ
成人・老年看護学実習 Ⅱ
成人・老年看護学実習 Ⅲ
老年看護学実習 
小児看護学実習
母性看護学実習
精神看護学実習
統合実習
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　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。
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（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

成績評価、単位修得、卒業認定規程

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）

評　価

ＡＡ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

点　　数

90 点以上　　　　   

80 点以上 90 点未満

70 点以上 80 点未満

60 点以上 70 点未満

60 点未満　　　　  

判　定

合格

不合格

（別　表　2 ）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ）

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ）

金　　額

１,０００円

３,０００円

３,０００円

５,０００円

再試験、追試験

特別試験

再実習、追実習

特別実習

項　　目

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ）

不正行為の取り扱いについて

不正行為とは、不正な手段によって試験・評価を受け、また受けさせる行為をいい、以下に記
す事象等を不正行為とみなす。
（１）他人に受験させる、または受験を依頼すること。依頼を受けて受験行為を行うこと。
（２）試験時間中に試験内容に関する記載・記録・資料等（携帯電話等の許可されていない機
　　器も同様）をみること。（資料等持ち込み可の場合は別だが、他人のテキストやノートの
　　持ち込みは不可とする。）
（３）試験時間中に他の学生の解答用紙の記載内容を書き写すこと。
（４）試験時間中に他の学生に対し問題用紙・解答用紙の記載内容を見せること。
（５）試験時間中に他の学生と試験内容に関して情報をやり取りすること。
（６）盗用・剽窃（人の作品の全部または一部を、そのまま自分のものとして無断で使う）に
　　値する以下の行為をすること。また以下のような不正行為を幇助すること。
　　・他人（学生間も含む）の作成した論文またはレポートや提出物（一部・全部）、実習　
　　　記録を自分のものとして提出すること。
　　・他の資料から文章の出典を明記せずに自分の文章として使用すること。
　　・他人のアイデア、解釈、結論、記述等を自分のものとして出典を明記せずに言い換える
　　　こと。
　　・書籍や論文、インターネット上の記述を書き写すこと。

※論述の前提や根拠として他人の著作物を「引用」することは著作権法で認められている。
ただし、その際は必ず出典引用元を明記すること。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ） 既修得単位認定規程

（総　　則）
第１条
（対 象 者）
第２条
（認定できる科目の範囲）
第３条

　　２

（申請時期）
第４条
（申請方法）
第５条

（単位認定）
第６条

　　２

（そ の 他）
第７条

　　２

　附　則
１．この規程は平成26年６月１日から施行する。
改正　　平成28.４.１　　令和４.４.１

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、学則第22条に基づき入学前の既修得単位の認定に必要な事項を定める。

　単位認定の申請ができる者は新入生とする。

　大学若しくは高等専門学校又は医療系の資格に係る学校若しくは養成所において修得
した単位については、本校の基礎分野および専門基礎分野の教育内容と同一とみなされ
る科目とする。
　社会福祉士若しくは介護福祉士の資格に係る学校若しくは養成所において修得した単
位については、本校の基礎分野の教育内容と同一とみなされる科目とする。

　申請時期は毎年４月１日から４月30日迄とする。

　申請を希望する者は、申請書に成績証明書と講義要項（シラバス）を添えて期日内に
教務事務係へ提出すること。講義要項については、コピーを認める。提出書類に不備が
ある場合は認定されないので注意すること。

　学校は提出された書類を基に単位認定審査会で審議を行い、本校の教育内容に相当す
るものと認められる場合は既修得単位としてその科目の認定通知書を発行する。
　審査会の構成員は、学校長、副学校長、教務課長、教務係、当該科目の担当講師とす
る。

　認定を受けた科目は、学籍簿には既修得科目として成績の記載はせず、単位認定のみ
の記載とする。
　認定を受けた科目の聴講は認める。ただし、部分聴講は不可とする。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ） 授業時間および授業出欠席の取扱いに関する規程

（総　　則）
第１条
第２条

（授業時間）
第３条
　　２
（出　　席）
第４条
第５条
第６条

第７条

（欠　　課）
第８条

（欠　　席）
第９条
（届　　出）
第10条
第11条

第12条

（取 扱 い）
第13条

第14条

第15条

　附　則
この規程は平成16年４月１日から施行する。
改正　　平成22.４.１　
　附　則
１．この規程は令和４年４月１日から施行する。
２．令和４年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る授業時間に
　ついては、改正後の規定にかかわらず、なお従前の例による。

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、本校における授業時間および授業出欠席の取り扱いに関して定める。
　学生は、原則として履修する科目の授業に毎時限出席し、また教科外活動にも積極的
に参加しなければならない。

　授業時間は１時限につき45分とし、原則として２時限を以って１講義とする。
　実習時間は１時限につき45分とする。

　授業日における出席は、１時限以上を以ってこれを認める。
　授業科目の出席は１時限毎に取り扱い、３分の２以上の時間を以って認める。
　１時限のうち３分の２以上の時間出席を認めるが、それ以降に退席した場合は早退と
して扱う。
　授業科目の開始時間より１時限のうち３分の１以内の時間に遅れて出席した場合は、
遅刻として扱うが出席として認める。

　授業科目において１時限のうち３分の１以上の時間欠席がある場合は、その時限は欠
課として扱う。

　授業日において１時限の出席も認められないものは、欠席として扱う。

　欠席、欠課、遅刻、早退する場合は必ず連絡する必要がある。
　欠席、欠課、遅刻、早退した場合は、速やかに所定の用紙にその理由を具し、届けな
ければならない。
　病気その他、やむを得ない事情により１週間以上欠席するときは、担任を経て診断書
または事由書を学校長に提出しなければならない。

　特別の事由により欠席過多となった場合の必要事項については教務会議において審議
の上、別に定める。
　忌引きおよび出校停止については要出席日数から除き、欠席として扱わない。ただ
し、各授業科目においては欠課とする。
　出校停止（学校保健安全法第19条）に該当する場合は、原則として診断書を提出しな
ければならない。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ） 休 業 日 に 関 す る 規 程

（目　　的）
第１条
（春期、夏期、冬期、学年末休業）
第２条

（その他の休業）
第３条

（忌　　引）
第４条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和60.４.１　　平成２.４.１　　平成８.４.１
　　　　平成17.４.１　　平成22.４.１　　令和４.４.１

区　　分

父母、配偶者、子

祖父母、兄弟姉妹、配偶者の父母

日　　数

７日以内

３日以内

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、学則第７条（休業日）の運用に必要な事項を定めることを目的とする。

　学則第７条第２項に規定する休業の期間は概ね次のとおりとする。
　（１）春期休業　　３月下旬から４月中旬までの間で２週間
　（２）夏期休業　　７月下旬から８月中旬までの間で４週間以内
　（３）冬期休業　　12月中旬から翌年１月中旬までの間で３週間以内
　（４）学年末休業　３月中旬から３月下旬までの間で１週間以内

　学則第７条第３項に規定する授業を行わないことが出来るのは次のとおりとする。
　（１）非常変災等によるとき　
　（２）学校保健安全法第20条によるとき
　（３）その他授業に支障を及ぼすとき

　学生の忌引についての取扱いを次の区分のとおりとする。

　※１　忌引期間内には土、日曜日、祝祭日を含むこととする。
　※２　忌引きは終日のみとする。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ） 健 康 管 理 規 程

（目　　的）
第１条

（通　　則）
第２条

（健康管理担当者）
第３条

（健康診断）
第４条
　　２
　　３

（健康診断項目）
第５条

　　

　　２

（指導及び事後措置）
第６条
　　２

　　３　

（健康診断の記録）
第７条

（健康管理簿）
第８条
　　２
　　３

（健康相談）
第９条

　　２

（事故について）
第10条
　　 ２

(改    廃)
第11条

　附　則
１．この規程は平成16年４月１日から施行する。
改正　　平成17.４.１　　平成22.４.１　　平成26.６.１　　令和２.４.１
　　　　令和７.４.１

　　　　　　　学年

項目

身長

体重

視力

色覚

胸部X線撮影

尿（蛋白・糖・潜血）

感染症ウイルス抗体検査、ＨＢｓ抗原・抗体検査　※別に定める

内科総合診断

第１学年 第２学年 第３学年

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、学則第26条に基づき学生の健康管理について必要な事項を定め、学生の
教育の円滑な実施を図ることを目的とする。

　学生の健康管理は他の法令等の定めによるほか、この規定の定めるところによる。

　学生の健康管理は、学校医及び学校長の指名した教員がこれにあたる。

　学生の健康診断は、定期健康診断及び臨時健康診断とする。
　定期健康診断は、毎学年６月30日までに行うものとする。
　臨時健康診断は、学校長が必要と認めたとき、全員あるいは学校長が特に必要と認め
る者について行う。

　定期健康診断は、次に掲げる健診項目を基準として行う。ただし、学校医が必要と認
められたときは他の健診項目を加えることができる。

　　

　臨時健康診断は必要の都度、学校長が学校医と協議して定めた健診項目について行
う。

　学校長は健康診断の結果に基づき、必要な指導及び事後措置を行う。
　指導及び事後措置の基準は次のとおりとする。
　（１）疾病の予防処置を行うこと
　（２）必要な医療を受けるよう指示すること
　（３）必要な検査、予防接種等を受けるよう指示すること
　（４）その他、健康状態等に応じて適当な保健指導を行うこと
　感染症ウイルス抗体検査、ＨＢｓ抗原・抗体検査において、抗体のない者と判断され
た場合、学生は予防接種を受ける必要がある。

　健康管理担当教員は、健康診断の結果や指導及び事後措置の結果を記録し、５年間保
管するものとする。

　学生の健康状態を把握すると共に健康の増進を資するため健康手帳を作成する。
　健康管理担当者は、健康診断を実施したとき、その結果を健康手帳に記録する。
　健康手帳の様式、記載等については別に定める。

　学生は、健康に異常があるときは速やかに健康管理担当教員へ報告相談し、健康手帳
に状況を記録する。
　報告を受けた健康管理担当教員は、必要時学校医と協議し適切な処置を行う。

　学校管理下の事故発生時、学生は速やかに学校へ連絡し、事故発生届を提出すること。
　臨地実習中に発生した事故で学生の健康管理が必要とされるものは、健康管理担当教
員が報告を受け、経過観察等を行う。

この規程の改廃は学校長により行うものとする。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ）

（目　　的）
第１条

（通　　則）
第２条

（健康管理担当者）
第３条

（健康診断）
第４条
　　２
　　３

（健康診断項目）
第５条

　　

　　２

（指導及び事後措置）
第６条
　　２

　　３　

（健康診断の記録）
第７条

（健康管理簿）
第８条
　　２
　　３

（健康相談）
第９条

　　２

（事故について）
第10条
　　 ２

(改    廃)
第11条

　附　則
１．この規程は平成16年４月１日から施行する。
改正　　平成17.４.１　　平成22.４.１　　平成26.６.１　　令和２.４.１
　　　　令和７.４.１

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、学則第26条に基づき学生の健康管理について必要な事項を定め、学生の
教育の円滑な実施を図ることを目的とする。

　学生の健康管理は他の法令等の定めによるほか、この規定の定めるところによる。

　学生の健康管理は、学校医及び学校長の指名した教員がこれにあたる。

　学生の健康診断は、定期健康診断及び臨時健康診断とする。
　定期健康診断は、毎学年６月30日までに行うものとする。
　臨時健康診断は、学校長が必要と認めたとき、全員あるいは学校長が特に必要と認め
る者について行う。

　定期健康診断は、次に掲げる健診項目を基準として行う。ただし、学校医が必要と認
められたときは他の健診項目を加えることができる。

　　

　臨時健康診断は必要の都度、学校長が学校医と協議して定めた健診項目について行
う。

　学校長は健康診断の結果に基づき、必要な指導及び事後措置を行う。
　指導及び事後措置の基準は次のとおりとする。
　（１）疾病の予防処置を行うこと
　（２）必要な医療を受けるよう指示すること
　（３）必要な検査、予防接種等を受けるよう指示すること
　（４）その他、健康状態等に応じて適当な保健指導を行うこと
　感染症ウイルス抗体検査、ＨＢｓ抗原・抗体検査において、抗体のない者と判断され
た場合、学生は予防接種を受ける必要がある。

　健康管理担当教員は、健康診断の結果や指導及び事後措置の結果を記録し、５年間保
管するものとする。

　学生の健康状態を把握すると共に健康の増進を資するため健康手帳を作成する。
　健康管理担当者は、健康診断を実施したとき、その結果を健康手帳に記録する。
　健康手帳の様式、記載等については別に定める。

　学生は、健康に異常があるときは速やかに健康管理担当教員へ報告相談し、健康手帳
に状況を記録する。
　報告を受けた健康管理担当教員は、必要時学校医と協議し適切な処置を行う。

　学校管理下の事故発生時、学生は速やかに学校へ連絡し、事故発生届を提出すること。
　臨地実習中に発生した事故で学生の健康管理が必要とされるものは、健康管理担当教
員が報告を受け、経過観察等を行う。

この規程の改廃は学校長により行うものとする。



（総　　則）
第１条

（単位修得）
第２条

　　２

（卒　　業）
第３条

（成績評価）
第４条
　　２

（学科成績）
第５条
　　２

（受験資格）
第６条
　　２

（補習授業）
第７条

　　２

　　３

（試　　験）
第８条
　　２

　　３
　　４

（追 試 験）
第９条

　　２
　　３

（再 試 験）　
第10条

　　 ２
　　 ３

（追試験、再試験の実施）
第11条
　　 ２
　　 ３
　　 ４

（特別試験）
第12条

　　 ２

　　 ３
　　 ４

（実習成績）
第13条
　　 ２
　　 ３

　　 ４
　　 ５

　　 ６

（追 実 習）
第14条

（再 実 習）
第15条

　　 ２

（追実習、再実習の実施）
第16条
　　 ２
　　 ３

　 　４

　 　５

（特別実習）
第17条

　　 ２　

　　 ３
　　 ４

（履修条件）
第18条

（再 履 修）
第19条

　　 ２

（卒業認定）
第20条

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成８.４.１　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成22.４.１　　平成24.４.１　　平成27.４.１　　平成28.４.１　　平成31.４.１
　　　　令和３.４.１　　令和４.４.１　　令和７.４.１　
　

（別　表　1）
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（別　表　2 ） 物 品 貸 与 規 程

（目　　的）
第１条

（貸与物品）
第２条
　　２
（貸与の時期）
第３条

（返　　納）
第４条

（転貸、処分の禁止）
第５条
（保　　持）
第６条
　　２

　附　則
１．この規程は昭和56年４月１日から施行する。
改正　　昭和61.４.１　　平成２.４.１　　平成８.４.１　　平成17.４.１　　平成21.４.１
　　　　平成28.４.１　　令和２.４.１
　附　則
１．平成28年３月31日において現に函館厚生院看護専門学校に在学する学生に係る貸与物品に
　ついては、改正後の別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。

（別　表）

種　　　類

エ   プ   ロ   ン

ロ   ッ   カ   ー

図 書 カ ー ド

数　　量

２

１

１

貸 与 期 間

実習期間

３　　年

３　　年

　この規程は、学則第21条、23条に基づき単位修得の認定、成績評価、卒業の認定に必
要な事項を定める。

　単位修得の認定は、各授業科目における規定時間の３分の２以上の出席の上に、成績
評価を実施し合格と認めたものとする。
　単位修得の認定は、成績会議で行う。

　次のいずれかに該当する者は、卒業の資格を失う。
　（１）各授業科目の合格点に達しない科目のある者
　（２）授業料等の未納

　授業科目の評価は学科成績、実習成績によって行う。
　成績は、各科目100点満点とし、成績評価は次の区分によって判定し、Ｃ以上を合格
とする。

　各授業科目終了後または必要時、試験等を実施し成績とする。
　試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。

　試験を受けることができるのは、授業時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　出席時間が授業時間の３分の２に満たない者は、学校長が認めた場合に限り、欠席し
た授業に相当する補習授業を受けることで受験資格を得ることができる。

　補習授業とは第６条の受験資格を得る目的で実施するもので、欠席理由が次の項目に
該当する場合、臨地実習科目以外の授業科目の所定時間の２割までを基本とする。
(１)疾病(要診断書)
(２)学校保健安全法施行規則第19条(要診断書)

(３)非常変災等
(４)忌引
(５)その他の事情で授業を欠席し、校長が特に認めた場合
　該当する学生は事由発生後速やかに所定用紙（補習授業願）を提出し、学校長の許可
を得る。
　補習授業の日時および方法は教科担当講師が決定する。

　学生は原則として指定された日時に、試験を受けなければならない。
　試験時間は45分（１時限）とし、試験開始時間に遅刻した場合は受験できない。　　
また、原則として試験開始後30分以内に試験場より退出できない。
　受験者は試験方法、座席等について監督者の指示に従わなければならない。
　試験において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、試験を受けられなかった場合は、証明するものの提出により追試験を受けるこ
とができる。
　この場合の成績は得点の８割を評価点とする。
　追試験が不合格の場合は、再試験を受けることができる。

　
　各科目において成績がＤ（60点未満）の者については、再試験を受けることができ
る。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　再試験不合格の場合は、再履修しなければならない。

　追試験、再試験は原則として各１回受験することができる。
　追試験、再試験は別に示す日時、場所において実施する。
　追試験、再試験がレポート等の場合は指定された日時に提出しなければならない。　
　追試験、再試験の許可を受けた者は、所定用紙（追試験・再試験願）に受験料を添え
て提出し、試験実施前に手続きを完了しておかなければならない。

　試験を受けなかった場合で第９条に該当しないときは、単位修得を認める方法として
教務会議の審議を経て、学校長の許可のもと、特別試験を受験することができる。
　特別試験の許可を受けた者は、所定用紙（特別試験願）に受験料を添えて提出し、試
験実施前に手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別試験が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　実習は実習評価基準に従い、成績評価する。
　評価を受けることができるのは、実習時間の３分の２以上の出席をした者とする。
　実習時間の３分の２以上の出席のない者は、欠席した実習に相当する追実習をうける
ことで評価資格を得ることができる。
　実習記録は指定された日時に提出しなければならない。
　疾病（要診断書）、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に
該当し、実習記録を提出できなかった場合は、証明するものの提出により記録の提出を
認める。
　実習において不正行為(別表２)をした者は単位履修を認めない。さらに、学則第28条
により懲戒とする。

　疾病、学校保健安全法第19条（要診断書）、忌引きおよび非常変災等に該当し、実習
を受けられなかった場合は、追実習を受けることができる。

　各実習において成績がＤ（60点未満）の者については、実習施設が認めた場合に、再
実習を受けることができる。
　この場合の成績判定は合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。

　追実習、再実習は原則として各１回受けることができる。
　追実習、再実習は別に示す日時、場所において実施する。
　追実習、再実習を受けようとする者は、所定用紙（追実習願、再実習願）を提出し、
学校長を経て実習施設の許可を得るものとする。
　許可を受けた者は、別に定める実習料を添えて実習前に手続きを完了しておかなけれ
ばならない。
　不合格の場合は、再履修しなければならない。　

　第14条および第15条に該当しない場合の単位修得を認める方法として、教務会議の審
議を経て学校長の許可のもと、実習施設が認めた場合に限り、特別実習を受けることが
できる。
　特別実習の許可を受けた者は、所定用紙(特別実習願)を提出し、実習開始前に実習料を
添えて手続きを完了しておかなければならない。
　この場合の成績判定は、合格、不合格とする。合格の場合の成績はＣ（60点）とする。
　特別実習が不合格の場合は、再履修しなければならない。

　定められた教育課程進度において、以下に該当する科目については単位履修してい　
なければ、次の実習科目へは進めないものとする。
　（１）１年次に履修できない実習がある場合は、２年次の実習には進めない。
　（２）成人・老年看護学基本実習を定めた期間内で履修できない場合は、それ以降の
　　　２年次の実習には進めない。
　（３）２年次に履修できない実習がある場合は、３年次の実習へは進めない。

　再履修は原則として翌年とする。　　
　（１）再履修は予定されている単位履修に支障がないことを原則とする。
　（２）支障がある場合は、原則として再履修する科目を優先とする。
　再履修をする場合は、あらかじめ学校長の承認を受ける必要がある。

　卒業認定は、定められた授業科目における単位修得により卒業認定会議で行う。

　この規程は、学則第31条に基づき、学生に貸与する物品について必要な事項を定める
ことを目的とする。

　貸与する物品の種類、数量、貸与期間は、原則として別表のとおりとする。
　貸与期間は、必要に応じて延長することができる。

　貸与物品は学生の授業の進度に支障を来たすことのないよう、その時期を配慮しなけ
ればならない。

　卒業時及び期間内であっても、次の場合は直ちに返納しなければならない。
　（１）退学するとき
　（２）休学するとき
　（３）その他学校長が必要を認めるとき

　貸与を受けた物品は、他人に使用させたり又は処分してはならない。

　貸与を受けた物品は、貸与期間中正常な状態において保持しなければならない。
　貸与期間中に物品をき損したときは、その補修を自己の負担において行い、亡失した
ときは時価額をもって弁償しなければならない。但し、当該学生の責に帰することがで
きない理由によって生じたき損又は亡失については、この限りではない。
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授業料等に関する規程

（目　　的）
第１条

（検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限）
第２条

　　２

　　３

（納入方法）
第３条

　　２

（授業料等の分納及び延納）
第４条

　　２

　　３
　　４

（休学者の授業料等）
第５条

　　２

　　３
　　４

（停学者の授業料等）
第６条

（退学者の授業料等）
第７条

　　２

（未修得単位履修者及び再履修者の授業料等）
第８条

（授業料等の未納者の取り扱い）
第９条

　　２

（補　　則）
第10条

　附　則
この規程は、令和2年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和3年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和5年4月1日から施行する。

（別　表）

検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限

（年　額）

※納期限が金融機関の休業日にあたる場合は、翌日の金融機関営業日を納入期限とする。

　この規程は、学則第10条、第12条ならびに第13条の規定による授業料等の納入に関し
て必要な事項を定める。

　検定料、入学料、授業料、施設整備費、研修実習費の額ならびに納入期限は、別表の
とおりとする。
　修学支援制度対象者（授業料等減免対象者）が納入する授業料については、減免適用
後の通知額を納入とする。
　１年次については、修学支援制度対象者区分の確認可能な２期から前項の規定を適用
する。

　前条に定める授業料、施設整備費、研修実習費の納入方法は、学校が指定した日に指
定金融機関の銀行口座引き落としにて納入する。
　銀行口座引き落としにて納入できなかった場合、同月内に学校が指定する金融機関の
銀行口座に振り込みにて納入する。ただし、振込手数料は振込者が負担する。

　授業料等を第2条に規定する期日に納入することが困難な者は、分納または延納を許可
することがある。
　許可を受けようとする者は、「授業料等 分納・延納 願」（所定用紙）に必要事項を記
載のうえ提出し、事務長を経て学校長の許可を得なければならない。
　分納の回数は3回までとする。
　分納・延納による納期限は、当初指定した納入期限から60日以内とする。

　休学を許可または命じられた者は、休学開始日の属する月の翌期以降の授業料につい
てはこれを徴収しない。なお、既納の授業料については返還しない。
　休学期間が解消した場合（いわゆる「復学」）は、休学期間解消日が属する月から授業料を
徴収する。
　施設整備費については、休学期間中であっても4期分納規定額の支払いを免れない。
　研修実習費については、休学期間が次年度に掛かる場合であっても、4月に年額相当額
を徴収する。

　停学処分を受けた者の授業料、施設整備費、研修実習費については、これを免除しな
い。

　退学を許可または命じられた者で、退学日が分納支払日前日までに該当する場合は、
授業料及び施設整備費について当月分のみ納入する。
　当月分の施設整備費の算出にあたり発生した端数については、百円未満切り捨てにて
算出する。

　未修得単位の履修、または再履修を行う者については、規定の授業料等を徴収する。

　所定の手続きをせず、学校が指定した納入期限までに未納であった場合、納入期限の
日から20日以内に保証人に対して文書で督促する。
　督促状を受け取った日から14日以内に所定の手続き、または納入が無かった場合は、
「学則」第28条3項（5）の規定により、退学処分とする。

　この規程に定めるもののほか、授業料等の徴収に関して必要な事項は、学校長が別
に定める。
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（目　　的）
第１条

（検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限）
第２条

　　２

　　３

（納入方法）
第３条

　　２

（授業料等の分納及び延納）
第４条

　　２

　　３
　　４

（休学者の授業料等）
第５条

　　２

　　３
　　４

（停学者の授業料等）
第６条

（退学者の授業料等）
第７条

　　２

（未修得単位履修者及び再履修者の授業料等）
第８条

（授業料等の未納者の取り扱い）
第９条

　　２

（補　　則）
第10条

　附　則
この規程は、令和2年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和3年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和5年4月1日から施行する。

（別　表）

検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限

（年　額）

※納期限が金融機関の休業日にあたる場合は、翌日の金融機関営業日を納入期限とする。

　この規程は、学則第10条、第12条ならびに第13条の規定による授業料等の納入に関し
て必要な事項を定める。

　検定料、入学料、授業料、施設整備費、研修実習費の額ならびに納入期限は、別表の
とおりとする。
　修学支援制度対象者（授業料等減免対象者）が納入する授業料については、減免適用
後の通知額を納入とする。
　１年次については、修学支援制度対象者区分の確認可能な２期から前項の規定を適用
する。

　前条に定める授業料、施設整備費、研修実習費の納入方法は、学校が指定した日に指
定金融機関の銀行口座引き落としにて納入する。
　銀行口座引き落としにて納入できなかった場合、同月内に学校が指定する金融機関の
銀行口座に振り込みにて納入する。ただし、振込手数料は振込者が負担する。

　授業料等を第2条に規定する期日に納入することが困難な者は、分納または延納を許可
することがある。
　許可を受けようとする者は、「授業料等 分納・延納 願」（所定用紙）に必要事項を記
載のうえ提出し、事務長を経て学校長の許可を得なければならない。
　分納の回数は3回までとする。
　分納・延納による納期限は、当初指定した納入期限から60日以内とする。

　休学を許可または命じられた者は、休学開始日の属する月の翌期以降の授業料につい
てはこれを徴収しない。なお、既納の授業料については返還しない。
　休学期間が解消した場合（いわゆる「復学」）は、休学期間解消日が属する月から授業料を
徴収する。
　施設整備費については、休学期間中であっても4期分納規定額の支払いを免れない。
　研修実習費については、休学期間が次年度に掛かる場合であっても、4月に年額相当額
を徴収する。

　停学処分を受けた者の授業料、施設整備費、研修実習費については、これを免除しな
い。

　退学を許可または命じられた者で、退学日が分納支払日前日までに該当する場合は、
授業料及び施設整備費について当月分のみ納入する。
　当月分の施設整備費の算出にあたり発生した端数については、百円未満切り捨てにて
算出する。

　未修得単位の履修、または再履修を行う者については、規定の授業料等を徴収する。

　所定の手続きをせず、学校が指定した納入期限までに未納であった場合、納入期限の
日から20日以内に保証人に対して文書で督促する。
　督促状を受け取った日から14日以内に所定の手続き、または納入が無かった場合は、
「学則」第28条3項（5）の規定により、退学処分とする。

　この規程に定めるもののほか、授業料等の徴収に関して必要な事項は、学校長が別
に定める。
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（目　　的）
第１条

（検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限）
第２条

　　２

　　３

（納入方法）
第３条

　　２

（授業料等の分納及び延納）
第４条

　　２

　　３
　　４

（休学者の授業料等）
第５条

　　２

　　３
　　４

（停学者の授業料等）
第６条

（退学者の授業料等）
第７条

　　２

（未修得単位履修者及び再履修者の授業料等）
第８条

（授業料等の未納者の取り扱い）
第９条

　　２

（補　　則）
第10条

　附　則
この規程は、令和2年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和3年10月1日から施行する。
　附　則
この規程は、令和5年4月1日から施行する。

（別　表）

検定料、入学料及び授業料等の額と納入期限

（年　額）

※納期限が金融機関の休業日にあたる場合は、翌日の金融機関営業日を納入期限とする。

入学志願時

願書提出時

願書提出時迄

誓約書提出時

誓約書提出時迄

検 定 料
入 学 料
納入期限

20,000円

60,000円

１・２・３年次

授 業 料

施設整備費

研修実習費

計

納 入 期 限

1期

105,000円
（4～6月分）

20,000円
（4～6月分）

年額60,000円

185,000円

4月15日

2期

105,000円
（7～9月分）

20,000円
（7～9月分）

125,000円

7月15日

3期

105,000円
（10～12月分）

20,000円
（10～12月分）

125,000円

10月15日

4期

105,000円
（1～3月分）

20,000円
（1～3月分）

125,000円

1月15日

計

420,000円

80,000円

60,000円

560,000円
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各  種  証  明  交  付  規  程

（目　　的）
第１条
（申請手続）
第２条

　　２

　　３

（発行手数料）
第３条
（証明書の発行）
第４条

　　２
　　３

　　４

　　５

　附　則
１．この規程は昭和６０年４月１日から施行する。
改正　平成17．4．１　令和3．4．１　令和4．12．１

（別　表）

　この規程は、証明書の交付に関し必要な事項を定める。

　証明書の発行を申請するときは、「各種証明書交付願」（所定用紙）に必要事項を記
入し、請求者の身分を確認できる公的証明書類（自動車運転免許証、健康保険証、パス
ポート等）の写しを添付のうえ、学校事務窓口に申し込むこと。ただし、在籍期間中は
身分を確認できる書類の提出は不要とする。
　代理人を通じて申請する場合、本人が申請する場合に必要な書類のほか、本人からの
「委任状」（所定用紙）と代理人の身分を証明する公的証明書類の写しを提出するこ
と。
　郵送により申請する場合は、本校宛に下記の書類を「現金書留」にて郵送すること。
　　①各種証明書交付願
　　②公的証明書類（自動車運転免許証、健康保険証、パスポート等）の写し
　　③様式の指定がある場合は、その様式
　　④発行手数料（おつりの無いように現金を同封）
　　⑤返信用封筒（角2封筒）に申請者の郵便番号、住所、氏名を明記し、返信分の切手
　　を貼付して提出。なお、返信は簡易書留にて郵送。

　在校生については、各証明書は無料とする。なお、卒業後は、別表のとおりとする。

　原則として、申請受付日の翌日から5日以内（学校休業日を除く）に発行する。ただ
し、英文による証明は14日以内（学校休業日を除く）に発行する。
　改姓後の氏名による発行はしない。（卒業時の氏名での発行）
　証明書の発行は、学校教育法施行規則第28条の規定にある「学籍に関する記録」20年
間（単位修得証明書）「指導に関する記録」5年間（成績証明書）の保存期間内とし、保
存期間経過後は、「発行できない旨の証明書（発行不可証明書）」を発行する。
　「成績証明書」「単位修得証明書」は卒業時の授業科目・単位数・時間数にて証明す
る。
　専修学校専門課程修了者は「専修学校専門課程修了等証明書」「専修学校専門課程基
礎資格証明書」の発行を申請することができる。なお、この証明書は提出先の指定様式
によるものとする。また、専修学校認可日（昭和55年11月5日）現在、当時の課程に在
籍していた者は、請求書の申請手続き時、提出先に確認の上、発行の可否を判断するも
のとする。
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（目　　的）
第１条
（申請手続）
第２条

　　２

　　３

（発行手数料）
第３条
（証明書の発行）
第４条

　　２
　　３

　　４

　　５

　附　則
１．この規程は昭和６０年４月１日から施行する。
改正　平成17．4．１　令和3．4．１　令和4．12．１

（別　表）

本校指定様式による証明
　　　（１）簡易な証明書　　　　　　　　　　　　　　　　５００円/1通
　　　　　　Ⅰ.卒業証明書
　　　　　　Ⅱ.単位修得証明書
　　　　　　Ⅲ.発行できない旨の証明書
　　　（２）成績証明書及びこれに準ずるもの　　　　　　２,０００円/1通
　　　（３）その他

本校以外の指定様式による証明
　　　（１）卒業証明　　　　　　　　　　　　　　　　　　５００円/1証明事項につき
　　　（２）成績証明　　　　　　　　　　　　　　　　２，０００円/1証明事項につき
　　　（３）単位修得証明書　　　　　　　　　　　　　　　５００円/1証明事項につき
　　　（４）専修学校専門課程修了等証明書　　　　　　　　５００円/1証明事項につき
　　　（５）専修学校専門課程基礎資格証明書　　　　　　　５００円/1証明事項につき
　　　（６）卒業証明書（英文）　　　　　　　　　　　２，０００円/1証明事項につき
　　　（７）成績証明書（英文）　　　　　　　　　　　２，０００円/1証明事項につき
　　　（８）卒業証明（看護師国家試験受験用指定様式）　　５００円/1通
　　　（９）発行できない旨の証明書　　　　　　　　　　　５００円/1通
　　　（10）その他
※1枚の証明書に複数の証明事項がある場合、その合算額を発行手数料とする。
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図 書 室 規 程

（目　　的）
第１条

（図書室資料）
第２条

（利 用 者）
第３条

（休 室 日）
第４条

（開室時間）
第５条　
　　２

（閲　　覧）
第６条
　　２

（貸　　出）
第７条

　　２

　　３
　　４
　　５

（貸出禁止資料）
第８条

（遵守事項）
第９条

（複　　写）
第10条

（賠　　償）
第11条

　　 ２

（利用停止）
第12条

（図書委員会）
第13条
　　 ２

　附　則
この規程は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成８年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成16年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成29年４月１日から施行する。

　函館厚生院看護専門学校図書室（以下「図書室」という。）は、教育、研究及び学習
に必要な図書室資料を収集、保存し、主として函館厚生院看護専門学校（以下「本校」
という。）の教職員及び学生の利用に供するとともに、必要な学術情報を提供すること
を目的とする。

　図書室は、次の図書室資料（以下「資料」という。）を管理する。
　（１）図書類
　（２）視聴覚資料
　（３）新聞、雑誌等逐次刊行物
　（４）記録類
　（５）その他図書室資料として適当と認めるもの

　図書室を利用できる者は、次に掲げる者とする。
　（１）本校の教職員
　（２）本校の学生
　（３）本校の卒業生
　（４）社会福祉法人函館厚生院全施設職員
　（５）その他特に学校長が許可した者

　図書室の休室日は、次のとおりとする。
　（１）土・日曜日
　（２）国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
　（３）本校の創立記念日
　（４）長期休業期間
　（５）学校長が必要と認めた日

　図書館の開室時間は、原則として午前９時から午後６時15分までとする。
　前項の規定にかかわらず、学校長が必要と認めたときは、臨時に開室時間を変更する
ことができる。

　図書室に備え付けの資料は、図書室内において自由に閲覧できるものとする。
　視聴覚資料の利用は、室内のＡＶブースで行なうこととし、室外貸出は行なわない。

　資料の室外貸出（以下「貸出」という。）を受けることができるのは、第３条第１号
および第２号の者とし、図書利用者カードの発行を受け、貸出手続きを行うものとす
る。
　（１）一般貸出は、１人３冊以下、貸出期間は１週間以内とする。所定返却日が休室
　　　日の場合は、その翌日を返却日とする。
　（２）業務貸出は、教育研究又は事務処理上特に必要な資料に限り、保管責任者を定
　　　めて教務事務室に備え付けて貸し出すことができる。
　（３）特別貸出は、第３条第１号および第２号に掲げるもののほか、学校長が必要と
　　　認めたときは特別に貸し出すことができる。
　貸出期間経過後も引き続き貸出を希望する者は、その資料を持参し、改めて所定の手
続きを経るものとする。ただし、他に貸出を希望する者がいる場合は延長することがで
きない。
　貸出中の資料は、必要に応じて点検し、又は返納させることがある。
　貸出を受けた資料、他人に転貸してはならない。
　返却遅延者は、遅延日以後２週間貸出禁止とする。

　前条の規定にかかわらず、次の資料は、原則として貸出を行なわない。ただし、学校
長の許可を得た場合はこの限りではない。
　（１）辞書及び事典等参考図書
　（２）各種年鑑及び白書等の逐次刊行物
　（３）貴重図書
　（４）雑誌及び製本済のもの
　（５）未整理の資料
　（６）視聴覚資料
　（７）その他指定資料

　図書室を利用する者は、次の事項を守らなければならない。ただし、学校長が特に認
めた場合はこの限りでない。
　（１）静粛を保つこと。
　（２）同時に閲覧する冊数は、必要最小限にとどめること。
　（３）閲覧を終了した資料は、所定の位置に正しく戻すこと。
　（４）特に認められた場所以外では、協議、討論に類する行為や音読、雑談等を行な
　　　わないこと。
　（５）図書室施設及び図書室資料等を汚損及び破損しないこと。
　（６）室内では飲食はしないこと。
　（７）文書等の配布、貼付、各種の勧誘その他利用者の迷惑となる行為をしないこ　
　　　と。
　（８）入室に際しては、携行物を持ち込まないこと。
　（９）その他教職員の指示に従うこと。

　図書室資料（視聴覚資料を除く。）は、学校長が特に指定したものを除き、著作権法
（昭和45年法律第48号）の範囲において複写することができる。費用は、利用者の負担
とする。

　利用者が資料を紛失又は損傷した場合には、直ちにその旨を学校長に届け出るととも
にその指示により賠償しなければならない。
　室外貸出期限を30日経過しても、なお、返却しない場合があるときは紛失とみなし、
前項の規定を適用する。

　学校長は、本規程に違反した者に対し、図書室の利用を停止することができる。

　図書館の管理運営を円滑に行なうため、図書委員会を置く。
　図書委員会に関する事項は、別に定める。
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（目　　的）
第１条

（図書室資料）
第２条

（利 用 者）
第３条

（休 室 日）
第４条

（開室時間）
第５条　
　　２

（閲　　覧）
第６条
　　２

（貸　　出）
第７条

　　２

　　３
　　４
　　５

（貸出禁止資料）
第８条

（遵守事項）
第９条

（複　　写）
第10条

（賠　　償）
第11条

　　 ２

（利用停止）
第12条

（図書委員会）
第13条
　　 ２

　附　則
この規程は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成８年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成16年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成29年４月１日から施行する。
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　函館厚生院看護専門学校図書室（以下「図書室」という。）は、教育、研究及び学習
に必要な図書室資料を収集、保存し、主として函館厚生院看護専門学校（以下「本校」
という。）の教職員及び学生の利用に供するとともに、必要な学術情報を提供すること
を目的とする。

　図書室は、次の図書室資料（以下「資料」という。）を管理する。
　（１）図書類
　（２）視聴覚資料
　（３）新聞、雑誌等逐次刊行物
　（４）記録類
　（５）その他図書室資料として適当と認めるもの

　図書室を利用できる者は、次に掲げる者とする。
　（１）本校の教職員
　（２）本校の学生
　（３）本校の卒業生
　（４）社会福祉法人函館厚生院全施設職員
　（５）その他特に学校長が許可した者

　図書室の休室日は、次のとおりとする。
　（１）土・日曜日
　（２）国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
　（３）本校の創立記念日
　（４）長期休業期間
　（５）学校長が必要と認めた日

　図書館の開室時間は、原則として午前９時から午後６時15分までとする。
　前項の規定にかかわらず、学校長が必要と認めたときは、臨時に開室時間を変更する
ことができる。

　図書室に備え付けの資料は、図書室内において自由に閲覧できるものとする。
　視聴覚資料の利用は、室内のＡＶブースで行なうこととし、室外貸出は行なわない。

　資料の室外貸出（以下「貸出」という。）を受けることができるのは、第３条第１号
および第２号の者とし、図書利用者カードの発行を受け、貸出手続きを行うものとす
る。
　（１）一般貸出は、１人３冊以下、貸出期間は１週間以内とする。所定返却日が休室
　　　日の場合は、その翌日を返却日とする。
　（２）業務貸出は、教育研究又は事務処理上特に必要な資料に限り、保管責任者を定
　　　めて教務事務室に備え付けて貸し出すことができる。
　（３）特別貸出は、第３条第１号および第２号に掲げるもののほか、学校長が必要と
　　　認めたときは特別に貸し出すことができる。
　貸出期間経過後も引き続き貸出を希望する者は、その資料を持参し、改めて所定の手
続きを経るものとする。ただし、他に貸出を希望する者がいる場合は延長することがで
きない。
　貸出中の資料は、必要に応じて点検し、又は返納させることがある。
　貸出を受けた資料、他人に転貸してはならない。
　返却遅延者は、遅延日以後２週間貸出禁止とする。

　前条の規定にかかわらず、次の資料は、原則として貸出を行なわない。ただし、学校
長の許可を得た場合はこの限りではない。
　（１）辞書及び事典等参考図書
　（２）各種年鑑及び白書等の逐次刊行物
　（３）貴重図書
　（４）雑誌及び製本済のもの
　（５）未整理の資料
　（６）視聴覚資料
　（７）その他指定資料

　図書室を利用する者は、次の事項を守らなければならない。ただし、学校長が特に認
めた場合はこの限りでない。
　（１）静粛を保つこと。
　（２）同時に閲覧する冊数は、必要最小限にとどめること。
　（３）閲覧を終了した資料は、所定の位置に正しく戻すこと。
　（４）特に認められた場所以外では、協議、討論に類する行為や音読、雑談等を行な
　　　わないこと。
　（５）図書室施設及び図書室資料等を汚損及び破損しないこと。
　（６）室内では飲食はしないこと。
　（７）文書等の配布、貼付、各種の勧誘その他利用者の迷惑となる行為をしないこ　
　　　と。
　（８）入室に際しては、携行物を持ち込まないこと。
　（９）その他教職員の指示に従うこと。

　図書室資料（視聴覚資料を除く。）は、学校長が特に指定したものを除き、著作権法
（昭和45年法律第48号）の範囲において複写することができる。費用は、利用者の負担
とする。

　利用者が資料を紛失又は損傷した場合には、直ちにその旨を学校長に届け出るととも
にその指示により賠償しなければならない。
　室外貸出期限を30日経過しても、なお、返却しない場合があるときは紛失とみなし、
前項の規定を適用する。

　学校長は、本規程に違反した者に対し、図書室の利用を停止することができる。

　図書館の管理運営を円滑に行なうため、図書委員会を置く。
　図書委員会に関する事項は、別に定める。
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（目　　的）
第１条

（図書室資料）
第２条

（利 用 者）
第３条

（休 室 日）
第４条

（開室時間）
第５条　
　　２

（閲　　覧）
第６条
　　２

（貸　　出）
第７条

　　２

　　３
　　４
　　５

（貸出禁止資料）
第８条

（遵守事項）
第９条

（複　　写）
第10条

（賠　　償）
第11条

　　 ２

（利用停止）
第12条

（図書委員会）
第13条
　　 ２

　附　則
この規程は昭和56年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成８年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成16年４月１日から施行する。
　附　則
この規程は平成29年４月１日から施行する。
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　函館厚生院看護専門学校図書室（以下「図書室」という。）は、教育、研究及び学習
に必要な図書室資料を収集、保存し、主として函館厚生院看護専門学校（以下「本校」
という。）の教職員及び学生の利用に供するとともに、必要な学術情報を提供すること
を目的とする。

　図書室は、次の図書室資料（以下「資料」という。）を管理する。
　（１）図書類
　（２）視聴覚資料
　（３）新聞、雑誌等逐次刊行物
　（４）記録類
　（５）その他図書室資料として適当と認めるもの

　図書室を利用できる者は、次に掲げる者とする。
　（１）本校の教職員
　（２）本校の学生
　（３）本校の卒業生
　（４）社会福祉法人函館厚生院全施設職員
　（５）その他特に学校長が許可した者

　図書室の休室日は、次のとおりとする。
　（１）土・日曜日
　（２）国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）に規定する休日
　（３）本校の創立記念日
　（４）長期休業期間
　（５）学校長が必要と認めた日

　図書館の開室時間は、原則として午前９時から午後６時15分までとする。
　前項の規定にかかわらず、学校長が必要と認めたときは、臨時に開室時間を変更する
ことができる。

　図書室に備え付けの資料は、図書室内において自由に閲覧できるものとする。
　視聴覚資料の利用は、室内のＡＶブースで行なうこととし、室外貸出は行なわない。

　資料の室外貸出（以下「貸出」という。）を受けることができるのは、第３条第１号
および第２号の者とし、図書利用者カードの発行を受け、貸出手続きを行うものとす
る。
　（１）一般貸出は、１人３冊以下、貸出期間は１週間以内とする。所定返却日が休室
　　　日の場合は、その翌日を返却日とする。
　（２）業務貸出は、教育研究又は事務処理上特に必要な資料に限り、保管責任者を定
　　　めて教務事務室に備え付けて貸し出すことができる。
　（３）特別貸出は、第３条第１号および第２号に掲げるもののほか、学校長が必要と
　　　認めたときは特別に貸し出すことができる。
　貸出期間経過後も引き続き貸出を希望する者は、その資料を持参し、改めて所定の手
続きを経るものとする。ただし、他に貸出を希望する者がいる場合は延長することがで
きない。
　貸出中の資料は、必要に応じて点検し、又は返納させることがある。
　貸出を受けた資料、他人に転貸してはならない。
　返却遅延者は、遅延日以後２週間貸出禁止とする。

　前条の規定にかかわらず、次の資料は、原則として貸出を行なわない。ただし、学校
長の許可を得た場合はこの限りではない。
　（１）辞書及び事典等参考図書
　（２）各種年鑑及び白書等の逐次刊行物
　（３）貴重図書
　（４）雑誌及び製本済のもの
　（５）未整理の資料
　（６）視聴覚資料
　（７）その他指定資料

　図書室を利用する者は、次の事項を守らなければならない。ただし、学校長が特に認
めた場合はこの限りでない。
　（１）静粛を保つこと。
　（２）同時に閲覧する冊数は、必要最小限にとどめること。
　（３）閲覧を終了した資料は、所定の位置に正しく戻すこと。
　（４）特に認められた場所以外では、協議、討論に類する行為や音読、雑談等を行な
　　　わないこと。
　（５）図書室施設及び図書室資料等を汚損及び破損しないこと。
　（６）室内では飲食はしないこと。
　（７）文書等の配布、貼付、各種の勧誘その他利用者の迷惑となる行為をしないこ　
　　　と。
　（８）入室に際しては、携行物を持ち込まないこと。
　（９）その他教職員の指示に従うこと。

　図書室資料（視聴覚資料を除く。）は、学校長が特に指定したものを除き、著作権法
（昭和45年法律第48号）の範囲において複写することができる。費用は、利用者の負担
とする。

　利用者が資料を紛失又は損傷した場合には、直ちにその旨を学校長に届け出るととも
にその指示により賠償しなければならない。
　室外貸出期限を30日経過しても、なお、返却しない場合があるときは紛失とみなし、
前項の規定を適用する。

　学校長は、本規程に違反した者に対し、図書室の利用を停止することができる。

　図書館の管理運営を円滑に行なうため、図書委員会を置く。
　図書委員会に関する事項は、別に定める。
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ハラスメントの防止等に関する規程

（目　　的）

第１条 この規程は、本校におけるハラスメントの防止及び排除並びにハラスメントに起因する問題

の対応に関し、必要な事項を定める。

（定　　義）

第２条 この規程においてハラスメントとは「いじめ」「嫌がらせ」、 学校環境において、行為者の意

図に関わらず、性別や年齢、職業、宗教、社会的出自、人種、民族、国籍、身体的特徴、セクシ

ュアリティなどの属性、あるいは広く人格に関する言動などによって、相手に不快感や不利益を

与え、その尊厳を傷つけることをいう。

（構成員の責務）

第３条 本校を構成するすべての者(以下「構成員」という。)は、本規程及びガイドラインに従い、良

好な学習環境を確保するため、ハラスメントを行ってはならない。

（ハラスメント防止対策委員会）

第４条 本校は第１条のハラスメント防止の目的を果たすためにハラスメント防止対策委員会(以下

「委員会」という。)を設置する。

（ハラスメント防止対策委員会の役割）

第５条 委員会は次に掲げる事項を行う。

(１) ハラスメントの防止のための啓発活動

(２) ハラスメント相談員が相談者の同意を得て委員会に報告を行った場合の問題解決支

援

(３) ハラスメントの再発防止、環境整備等に関する指導及び対策

(４) その他ハラスメントの防止に関する必要な措置

２ 委員会はハラスメント事案としての申し出があった場合は、速やかに事実関係などを調査し、

その結果や問題解決及び措置について、学校長及び当事者に報告しなければならない。

３ 前項の調査に協力を求められた構成員は正当な理由なくこれを拒むことはできない。

４ 委員会は、申し出を受けた事案が深刻な場合や解決が困難な場合は、学外の専門家に対処をゆ

だねることができるものとする。

（ハラスメント防止対策委員会の構成）

第６条 委員会は、次の各号に掲げる委員をもって組織する。

（１） 副学校長

（２） 教務課長

（３） 教務課長補佐
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（４） 事務職員

（５） その他学校長が特に必要と認める者

２ 委員会に委員長及び副委員長を置き、副学校長と教務課長をもって充てる。

（ハラスメント相談窓口）

第７条 学生がハラスメントについて容易に相談できるようハラスメント相談窓口を設置する。

２ 相談窓口にはハラスメント相談員(以下「相談員」という。)を複数名配置する。

３ 相談員は、教員および事務職員とする。

４ 相談員は、学校長が任命する。

５ 相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。欠員が生じた場合の後任の任期は、前任の残任期

間とする。

６ 相談員の氏名、連絡先、連絡方法は学内に公表するものとする。

７ 相談員は次の事項を行う。

（１） ハラスメントの相談に応じること。

（２） 受け付けた相談内容等について、相談者がハラスメントとして申し立て、対応を希望

した場合には、別に定める「ハラスメント申立書」を作成の上、委員長に報告すること。

８ 相談員は、事態が重大で緊急に改善措置等が必要であると認めた場合には、委員長への報告を

直ちに行わなければならない。

（臨時の対応措置）

第８条 委員会は、ハラスメントに関する相談が行われた時点または手続きの進行中において、ハラ

スメントの疑いのある行為が継続しており、かつ、事態が重大で緊急性があると認める場合は、

被害を受けたとされる者の了解の上で、当事者に対し、学校長と協議の上、臨時の対応措置をと

ることができるものとする。

（プライバシーの保護）

第９条 ハラスメント事案に関わるすべての者は、当事者及び関係者の名誉及びプライバシー等の人

格権を侵害することのないよう慎重に行動しなければならない。また知り得た個人情報等の内

容を他に漏らしたり、不当な目的に使用してはならない。

（不利益取扱いの禁止）

第10条 ハラスメント事案に関わるすべての者は、ハラスメントに関する相談や申立てをする者を妨

げてはならない。また、当該申立人や調査への協力者、その他ハラスメントに関して正当な対応

をした者に対してそのことをもって不利益な対応をしてはならない。

（虚偽の申出等の禁止）

第11条 教職員及び学生等並びに当該事案に関わるすべての者は、ハラスメントの相談、調査、聞き取

り等に際して虚偽の申立て・証言を行ってはならない。
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（措　　置）

第12条

（改　　廃）

第13条

　附　則

　学校長は、委員会の報告に基づきハラスメント行為の事実関係があり、処分又は学習環境の

改善が必要であると認められた者に対して、適切な措置を講じるものとする。

　本規程の改廃は委員会で協議の上、学校長の承認を得た後、速やかに教職員及び学生等に告

知する。

この規程は、令和７年10月1日から施行する。
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学　　生　　心　　得

第１章　　総　　　則
（目　　的）
第１条

第２章　　諸　願　届
（届出、願出）
第２条

　　２

第３章　　身 分 証 明
（身分証明）
第３条

　　２

（身分証明書の取り扱い）
第４条
　　２

第４章　　健 康 診 断
（定期健康診断）
第５条
（臨時健康診断）
第６条

第５章　　服　　　装
（服　　装）
第７条

第６章　　図　　　書
（図書利用）
第８条

第７章　　団体・集会等
（団体の設立）
第９条

（内容の変更）
第10条

（発 刊 物）
第11条

（承認の取消し及び行為の禁止）
第12条

（集　　会）
第13条

第８章　　掲　示　等
（掲示、配布）
第14条

　　 ２

（掲示場・期間及び企画）
第15条

　　 ２
　　 ３

（各種行為）
第16条

（承認書の発行）
第17条
（伝達方法）
第18条

第19条

第９章　　通　　　学
（通学方法）
第20条
　　 ２
　　　　
第21条
（学生運賃割引証）
第22条

　附　則
１．この規程は昭和60年４月１日から施行する。
改正　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　令和３.４.１　　令和４.４.１

　函館厚生院看護専門学校学則（以下「学則」という）により、函館厚生院看護専門学
校学生（以下「学生」という）の守らなければならない事項を定めることを目的とす
る。

　学生は、入学後すみやかに学生・家庭調査表（別記第１号様式）を、学校長に提出し
なければならない。
　学則第14条から第19条までの規定に基づく届出及び願い出は別記第２号様式から第７
号様式により、学校長に提出しなければならない。

　学生は入学の際、学校長の発行する身分証明書（別記第８号様式）の交付を受けて、
常時これを携帯しなければならない。
　身分証明書を、き損又は紛失したときは、すみやかに学校長に申し出て再交付を受け
なければならない。

　身分証明書は転学及び退学の場合、すみやかに返納しなければならない。
　身分証明書は、他人に貸与し又は譲渡することができない。

　学生は、毎年学校で施行する健康診断を受けなければならない。

　疾病その他、正当な事由により、定期健康診断を受けることができなかった者は、そ
の事由が消滅したとき、学校長に届け出て健康診断を受けなければならない。

　服装は、清潔を旨とし、学生として華美にならないように品位を保つことに留意しな
ければならない。

　学生は学校図書の利用について、別に定める図書室利用心得を守らなければならな
い。

　学生が団体を設立しようとするときは、団体設立承認願（別記第９号様式）により、
学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、その目的・組織及び事業内容等、承認を受けた事項を変更しようとするとき
は、学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、新聞、雑誌その他の文書並びに印刷物等を発刊するときは、配布前に一部を
学校長に提出し、承認を受けなければならない。

　団体の行為が、学校の定める諸規定に違反し、又は学校内の秩序を乱すと認められた
ときは、設立承認の取消し、又はその行為を禁止することがある。

　学生が、学校施設内において、又は学校名を使用して学校外において集会をしようと
するときは、その期日の７日前までに集会願（別記第10号様式）により、学校長の承認
を受けなければならない。

　学生が、学校の施設内において、ポスター・パンフレット・新聞その他の印刷物等を
掲示し、又は、配布しようとするときは、あらかじめ学校長の承認を受けなければなら
ない。
　学生が、学校名を使用して学校外において前項の行為をしようとするときも同様とす
る。

　学生が、前条第１項の規定により掲示するときは、学校長の定めた掲示場以外の場所
を使用してはならない。
　掲示期間は、特別の場合を除き10日以内とする。
　学校の施設内における掲示物の大きさは、原則として、新聞紙２頁大までのものとす
る。

　学生が、学校の施設内において世論調査、示威運動、署名運動、投票、物品販売、寄
付行為、拡声器使用、その他宣伝勧誘等を目的とする行為をしようとするときは、あら
かじめ学校長の承認を受けなければならない。

　第９、10、13条について、別記第11号様式にある承認書を発行する。

　学生に対する告示、通達、連絡事項は、所定の掲示板に掲示する。掲示は必要の都
度、随時行われるので、学生はこの掲示を常に見るよう心がけなければならない。
　学生個人への電話連絡は特別の事情がない限り、授業中は呼出しをしない。（家族、
友人へもこの旨を伝えておくことが望ましい）

　原則として学生の自動車通学は認めない。
　交通事情等により自動車通学をする場合は、学生個人が駐車場を確保すると同時に、
その旨を学校へ届出し承認を受けなければならない。　　　　
　学生は自転車通学をする時は、所定の自転車置場に駐輪するものとする。

　学生運賃割引証の交付は学校事務窓口で行う。希望者は所定の申込用紙に記入し申し
込むこと。
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第１章　　総　　　則
（目　　的）
第１条

第２章　　諸　願　届
（届出、願出）
第２条

　　２

第３章　　身 分 証 明
（身分証明）
第３条

　　２

（身分証明書の取り扱い）
第４条
　　２

第４章　　健 康 診 断
（定期健康診断）
第５条
（臨時健康診断）
第６条

第５章　　服　　　装
（服　　装）
第７条

第６章　　図　　　書
（図書利用）
第８条

第７章　　団体・集会等
（団体の設立）
第９条

（内容の変更）
第10条

（発 刊 物）
第11条

（承認の取消し及び行為の禁止）
第12条

（集　　会）
第13条

第８章　　掲　示　等
（掲示、配布）
第14条

　　 ２

（掲示場・期間及び企画）
第15条

　　 ２
　　 ３

（各種行為）
第16条

（承認書の発行）
第17条
（伝達方法）
第18条

第19条

第９章　　通　　　学
（通学方法）
第20条
　　 ２
　　　　
第21条
（学生運賃割引証）
第22条

　附　則
１．この規程は昭和60年４月１日から施行する。
改正　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　令和３.４.１　　令和４.４.１

　函館厚生院看護専門学校学則（以下「学則」という）により、函館厚生院看護専門学
校学生（以下「学生」という）の守らなければならない事項を定めることを目的とす
る。

　学生は、入学後すみやかに学生・家庭調査表（別記第１号様式）を、学校長に提出し
なければならない。
　学則第14条から第19条までの規定に基づく届出及び願い出は別記第２号様式から第７
号様式により、学校長に提出しなければならない。

　学生は入学の際、学校長の発行する身分証明書（別記第８号様式）の交付を受けて、
常時これを携帯しなければならない。
　身分証明書を、き損又は紛失したときは、すみやかに学校長に申し出て再交付を受け
なければならない。

　身分証明書は転学及び退学の場合、すみやかに返納しなければならない。
　身分証明書は、他人に貸与し又は譲渡することができない。

　学生は、毎年学校で施行する健康診断を受けなければならない。

　疾病その他、正当な事由により、定期健康診断を受けることができなかった者は、そ
の事由が消滅したとき、学校長に届け出て健康診断を受けなければならない。

　服装は、清潔を旨とし、学生として華美にならないように品位を保つことに留意しな
ければならない。

　学生は学校図書の利用について、別に定める図書室利用心得を守らなければならな
い。

　学生が団体を設立しようとするときは、団体設立承認願（別記第９号様式）により、
学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、その目的・組織及び事業内容等、承認を受けた事項を変更しようとするとき
は、学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、新聞、雑誌その他の文書並びに印刷物等を発刊するときは、配布前に一部を
学校長に提出し、承認を受けなければならない。

　団体の行為が、学校の定める諸規定に違反し、又は学校内の秩序を乱すと認められた
ときは、設立承認の取消し、又はその行為を禁止することがある。

　学生が、学校施設内において、又は学校名を使用して学校外において集会をしようと
するときは、その期日の７日前までに集会願（別記第10号様式）により、学校長の承認
を受けなければならない。

　学生が、学校の施設内において、ポスター・パンフレット・新聞その他の印刷物等を
掲示し、又は、配布しようとするときは、あらかじめ学校長の承認を受けなければなら
ない。
　学生が、学校名を使用して学校外において前項の行為をしようとするときも同様とす
る。

　学生が、前条第１項の規定により掲示するときは、学校長の定めた掲示場以外の場所
を使用してはならない。
　掲示期間は、特別の場合を除き10日以内とする。
　学校の施設内における掲示物の大きさは、原則として、新聞紙２頁大までのものとす
る。

　学生が、学校の施設内において世論調査、示威運動、署名運動、投票、物品販売、寄
付行為、拡声器使用、その他宣伝勧誘等を目的とする行為をしようとするときは、あら
かじめ学校長の承認を受けなければならない。

　第９、10、13条について、別記第11号様式にある承認書を発行する。

　学生に対する告示、通達、連絡事項は、所定の掲示板に掲示する。掲示は必要の都
度、随時行われるので、学生はこの掲示を常に見るよう心がけなければならない。
　学生個人への電話連絡は特別の事情がない限り、授業中は呼出しをしない。（家族、
友人へもこの旨を伝えておくことが望ましい）

　原則として学生の自動車通学は認めない。
　交通事情等により自動車通学をする場合は、学生個人が駐車場を確保すると同時に、
その旨を学校へ届出し承認を受けなければならない。　　　　
　学生は自転車通学をする時は、所定の自転車置場に駐輪するものとする。

　学生運賃割引証の交付は学校事務窓口で行う。希望者は所定の申込用紙に記入し申し
込むこと。
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第１章　　総　　　則
（目　　的）
第１条

第２章　　諸　願　届
（届出、願出）
第２条

　　２

第３章　　身 分 証 明
（身分証明）
第３条

　　２

（身分証明書の取り扱い）
第４条
　　２

第４章　　健 康 診 断
（定期健康診断）
第５条
（臨時健康診断）
第６条

第５章　　服　　　装
（服　　装）
第７条

第６章　　図　　　書
（図書利用）
第８条

第７章　　団体・集会等
（団体の設立）
第９条

（内容の変更）
第10条

（発 刊 物）
第11条

（承認の取消し及び行為の禁止）
第12条

（集　　会）
第13条

第８章　　掲　示　等
（掲示、配布）
第14条

　　 ２

（掲示場・期間及び企画）
第15条

　　 ２
　　 ３

（各種行為）
第16条

（承認書の発行）
第17条
（伝達方法）
第18条

第19条

第９章　　通　　　学
（通学方法）
第20条
　　 ２
　　　　
第21条
（学生運賃割引証）
第22条

　附　則
１．この規程は昭和60年４月１日から施行する。
改正　　平成16.４.１　　平成17.４.１　　令和３.４.１　　令和４.４.１

　函館厚生院看護専門学校学則（以下「学則」という）により、函館厚生院看護専門学
校学生（以下「学生」という）の守らなければならない事項を定めることを目的とす
る。

　学生は、入学後すみやかに学生・家庭調査表（別記第１号様式）を、学校長に提出し
なければならない。
　学則第14条から第19条までの規定に基づく届出及び願い出は別記第２号様式から第７
号様式により、学校長に提出しなければならない。

　学生は入学の際、学校長の発行する身分証明書（別記第８号様式）の交付を受けて、
常時これを携帯しなければならない。
　身分証明書を、き損又は紛失したときは、すみやかに学校長に申し出て再交付を受け
なければならない。

　身分証明書は転学及び退学の場合、すみやかに返納しなければならない。
　身分証明書は、他人に貸与し又は譲渡することができない。

　学生は、毎年学校で施行する健康診断を受けなければならない。

　疾病その他、正当な事由により、定期健康診断を受けることができなかった者は、そ
の事由が消滅したとき、学校長に届け出て健康診断を受けなければならない。

　服装は、清潔を旨とし、学生として華美にならないように品位を保つことに留意しな
ければならない。

　学生は学校図書の利用について、別に定める図書室利用心得を守らなければならな
い。

　学生が団体を設立しようとするときは、団体設立承認願（別記第９号様式）により、
学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、その目的・組織及び事業内容等、承認を受けた事項を変更しようとするとき
は、学校長の承認を受けなければならない。

　団体が、新聞、雑誌その他の文書並びに印刷物等を発刊するときは、配布前に一部を
学校長に提出し、承認を受けなければならない。

　団体の行為が、学校の定める諸規定に違反し、又は学校内の秩序を乱すと認められた
ときは、設立承認の取消し、又はその行為を禁止することがある。

　学生が、学校施設内において、又は学校名を使用して学校外において集会をしようと
するときは、その期日の７日前までに集会願（別記第10号様式）により、学校長の承認
を受けなければならない。

　学生が、学校の施設内において、ポスター・パンフレット・新聞その他の印刷物等を
掲示し、又は、配布しようとするときは、あらかじめ学校長の承認を受けなければなら
ない。
　学生が、学校名を使用して学校外において前項の行為をしようとするときも同様とす
る。

　学生が、前条第１項の規定により掲示するときは、学校長の定めた掲示場以外の場所
を使用してはならない。
　掲示期間は、特別の場合を除き10日以内とする。
　学校の施設内における掲示物の大きさは、原則として、新聞紙２頁大までのものとす
る。

　学生が、学校の施設内において世論調査、示威運動、署名運動、投票、物品販売、寄
付行為、拡声器使用、その他宣伝勧誘等を目的とする行為をしようとするときは、あら
かじめ学校長の承認を受けなければならない。

　第９、10、13条について、別記第11号様式にある承認書を発行する。

　学生に対する告示、通達、連絡事項は、所定の掲示板に掲示する。掲示は必要の都
度、随時行われるので、学生はこの掲示を常に見るよう心がけなければならない。
　学生個人への電話連絡は特別の事情がない限り、授業中は呼出しをしない。（家族、
友人へもこの旨を伝えておくことが望ましい）

　原則として学生の自動車通学は認めない。
　交通事情等により自動車通学をする場合は、学生個人が駐車場を確保すると同時に、
その旨を学校へ届出し承認を受けなければならない。　　　　
　学生は自転車通学をする時は、所定の自転車置場に駐輪するものとする。

　学生運賃割引証の交付は学校事務窓口で行う。希望者は所定の申込用紙に記入し申し
込むこと。
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変  更  届 
 

平成    年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

 

学籍番号                

 

氏  名                

 

 

 

 

このたび次の通り       を変更いたしましたので、お届けいたします。 

 

 

 

記 

 

 
１． 新                                       
 

                                        
 
  TEL                      （※住所変更の場合記入のこと） 
 
 
２． 旧                                       
 
                                            
 
 
３．変更年月日  平成   年   月   日 

（別記第２号様式） 

氏  名 

住  所 

本  籍 

電話番号 

N
o
.

　
　

　
　

回
生

　
　

　
　

番
　

氏
名

年
 月

 日
時

 限
項

　
目

授
業

科
目

（
講

師
名

）
欠

課
時

間
理

　
　

　
　

　
　

　
　

由
担

任
印

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
欠

　
席

・
欠

　
課

・
遅

　
刻

・
早

　
退

　
届

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

　
　

（
別
記
第

４
号
様

式
）

（連 帯）保 証 人 変 更 届 
 

平成    年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

学籍番号                

 

氏  名                

 

 

 

このたび（連帯）保証人の       を変更いたしましたので、お届けいたします。 

 

 

 

記 

 

 

１．新  住 所 〒                                

 

     氏 名                    

 

     ＴＥＬ                   （※住所変更の場合記入のこと） 

 

 

２．旧  住 所 〒                                

 

     氏 名                    

 

 

３．変更年月日  平成   年   月   日 

（別記第３号様式） 

氏  名 

住  所 

（別記第３号様式）

（別記第１号様式）

（別記第４号様式）

（別記第２号様式）

「年」は西暦にて記載すること。
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（別記第５号様式） 

休     学     願 

 

平成    年    月    日 

 

函 館 厚 生 院 看 護 専 門 学 校 長   様 

 

 

学 籍 番 号 

氏 名                                （自署） 

本人現住所 

 

 

連帯保証人現住所 

職         業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                             年     月     日生 

 

 

保 証 人 現 住 所  

職 業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                                 年     月     日生 

 

私 は 別 紙 理 由 書 に よ り 次 の と お り 休 学 し た い の で 、 

保 証 人 と 連 署 の 上 お 願 い い た し ま す 。 

 

期   間        年      月      日 か ら           年      月      日 迄 

 

 

 

 

 

復     学     願 

 

平成    年    月    日 

 

函 館 厚 生 院 看 護 専 門 学 校 長   様 

 

 

学 籍 番 号 

氏 名                                （自署） 

本人現住所 

 

 

連帯保証人現住所 

職         業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                             年     月     日生 

 

保 証 人 現 住 所  

職 業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                                 年     月     日生 

 

私 は 平 成    年    月    日 か ら 休 学 し ま し た が 、 

平 成    年    月    日 か ら 復 学 し た い の で 理 由 書 を 添 付 し 

保 証 人 と 連 署 の 上 お 願 い い た し ま す 。 

 

 

 

 

 

（別記第６号様式） 

団 体 設 立 承 認 願 
 
 

   年   月   日 
 
 
函館厚生院看護専門学校長 様 
 
 
 

学 籍 番 号 
 

団体代表者氏名               （自署） 
 
 
 
 次のとおり団体を結成したいので、ご承認くださるようお願いいたします。 
 
 

団体名  連絡場所  

結 成 責 任 者 氏 名 学籍番号 現 住 所 

   

目的（趣意書があれば添付のこと） 

規約を添付のこと 

事業内容 

構 成 員 

役員（役員名簿は承認を受けた日から１４日以内に提出のこと） 

顧問氏名（職名、住所） 

（別記第９号様式） （別記第７号様式） 

退     学     願 

 

    年    月    日 

 

函 館 厚 生 院 看 護 専 門 学 校 長   様 

 

 

学 籍 番 号 

氏 名                                （自署） 

本人現住所 

 

 

連帯保証人現住所 

職         業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                             年     月     日生 

 

 

保 証 人 現 住 所  

職         業 

本 人 と の 関 係 

氏 名                                  （自署） 

                                 年     月     日生 

 

私 は 別 紙 理 由 書 に よ り 次 の と お り 退 学 し た い の で 、 

保 証 人 と 連 署 の 上 お 願 い い た し ま す 。 

 

 

退学希望日              年      月      日 

 

 

 

 

（別記第７号様式）

（別記第５号様式）

（別記第９号様式）

（別記第６号様式）

「年」は西暦にて記載すること。
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集  会  願 

 
   年   月   日 

 
函館厚生院看護専門学校長 様 

 
   学籍番号 
 

責任者氏名             （自署） 
 

 
  次のとおり集会いたしたいので、ご承認くださるようお願いいたします。 
 

１．名称 
 

２．日時        年   月   日（   ） 
 
開会  午前    時   分 
 
    午後 

 
閉会  午前    時   分 
 

   午後 
 

３．場所 
 

４．目的 
 
 

５．主催者 
 

６．後援者 
 

７．参加者の範囲及び参加予定者数 
 

８．入場料徴収の有無並びに会費額 
 

９．会次第 
 
  （注）「場所」は具体的に室名まで記載のこと。 

（別記第１０号様式） 

承  認  書 

 
     年   月   日 

 
 

  責任者             様 
 
 
 
   先に   団体設立承認願 
 
        集  会  願 
 
        そ  の  他 
 
   の届出があったのでこれを承認する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

函館厚生院看護専門学校 
 

学校長          印 

（別記第１１号様式） 

（別記第10号様式）

（別記第８号様式）（表面）

（別記第11号様式）

（別記第８号様式）（裏面）

「年」は西暦にて記載すること。

 

身
 

分
 

証
 

明
 

書
 

N
o.
 
 
 
  
 

下
記
の
者

は
本
校

の
学
生

で
あ
る

こ
と
を

証
明
し
ま
す

。
 

看
 護

 科
 
 
 

 
 
年
度
入

学
生

 

氏
 

 
名

 
 

生
年

月
日

 
 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日
生

 

発
 行

 日
 

 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日

 

有
効

期
間

 
発
行
日

よ
り

 
 
 
 
年

 
3
月
迄

 

住
所

 
函
館
市

本
町

3
4
番

8
-
1
号

 

学
校

名
 
函
館
厚

生
院
看

護
専
門

学
校

 

電
話

番
号

 
（
0
1
3
8
）
5
2
-
6
3
3
5
 

学
 校

 長
 
老

松
 

寛
 

  

 

〔
注
 
 

意
〕

 
 

(
1)
こ
の
証
明
書
は
、
通
学
定
期
乗
車
券
又
は
学
生
用
割
引
乗
車
券
に
 

よ
っ
て
乗
車
船
す
る
場
合
に
は
必
ず
携
帯
し
、
係
員
の
請
求
が
あ
る
 

と
き
は
、
い
つ
で
も
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(
2)
こ
の
証
明
書
は
、
他
人
に
貸
与
し
、
又
は
譲
渡
す
る
こ
と
は
で
き
 

な
い
。
 

 
(
3)
こ
の
証
明
書
を
紛
失
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
発
行
者
に
届
け
出
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(
4)
こ
の
証
明
書
は
、
卒
業
・
退
学
等
に
よ
っ
て
学
籍
を
失
っ
た
と
き
 

は
、
直
ち
に
発
行
者
に
返
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

 

                    学籍番号     氏名                  

 

 

               追 実 習 願 

 

 

      実習科目：                     

 

      実習場所：                     

 

 

 

                                                                   

                                                              

                                                                  

                                                               

                                                             

                                      

                                                    

 

 

 

＜連帯保証人記入欄＞ 

                                                                

                                                                        

                                                                         

                                                                         

                                                                          

 

                    連帯保証人名（自署）：                

 

 

 

学校長 副学校長 教務課長 実習係 実習担当  事務 

      

                                年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

                    学籍番号     氏名                  

 

 

 

               補 習 授 業 願 

 

 

       授業科目：                     

 

       講 師 名 ：                     

 

 

                                                                    

                                                              

                                                                  

                                                               

                                                             

                                      

                                                   

 

 

＜連帯保証人記入欄＞ 

                                                                

                                                                        

                                                                         

                                                                         

                                                                          

 

                    連帯保証人名（自署）：                

          

 

学校長 副学校長 教務課長 講師（担任）   事務 

     

 

追試験・再試験願 

 

 

                 学籍番号      氏名          

 

 

年月日 項目 授業科目 講師名 講師印 事務印 

連帯保 

証人印 

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

※印（シャチハタ可）をサイン（自署）にて代用可 

〔手続きの方法〕 

１． 必要事項を記入し、①連帯保証人の印鑑をもらう。 

２． ②講師の印鑑をもらう。（外部講師の場合は担任が代理で印鑑を押す） 

              ※講師の承認を得ることになる 

３．③事務カウンターで受験料を支払い、印鑑をもらい手続き完了となる。 

 

※手続き完了後、この用紙を速やかに担任へ提出すること。（教務事務室保管となる） 

※内部講師の場合は担当教員へ手続き完了したことを報告する。 

                              年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

                    学籍番号     氏名                  

 

 

 

               特 別 試 験 願 

 

 

       授業科目：                     

 

       講 師 名 ：                     

 

 

                                                                    

                                                              

                                                                  

                                                               

                                                             

                                      

                                                   

 

 

＜連帯保証人記入欄＞ 

                                                                

                                                                        

                                                                         

                                                                         

                                                                          

 

                    連帯保証人名（自署）：                

          

 

学校長 副学校長 教務課長 講師（担任）   事務 

     

 

（所定用紙）

（所定用紙）

（所定用紙）

（所定用紙）

「年」は西暦にて記載すること。

 

身
 

分
 

証
 

明
 

書
 

N
o.
 
 
 
  
 

下
記
の
者

は
本
校

の
学
生

で
あ
る

こ
と
を

証
明
し
ま
す

。
 

看
 護

 科
 
 
 

 
 
年
度
入

学
生

 

氏
 

 
名

 
 

生
年

月
日

 
 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日
生

 

発
 行

 日
 

 
 
 
 
年
 
 
月

 
 
日

 

有
効

期
間

 
発
行
日

よ
り

 
 

 
 
年

 
3
月
迄

 

住
所

 
函
館
市

本
町

3
4
番

8
-
1
号

 

学
校

名
 
函
館
厚

生
院
看

護
専
門

学
校

 

電
話

番
号

 
（
0
1
3
8
）
5
2
-
6
3
3
5
 

学
 校

 長
 
老

松
 

寛
 

  

 

〔
注

 
 

意
〕

 
 

(
1)
こ
の
証
明
書
は
、
通
学
定
期
乗
車
券
又
は
学
生
用
割
引
乗
車
券
に
 

よ
っ
て
乗
車
船
す
る
場
合
に
は
必
ず
携
帯
し
、
係
員
の
請
求
が
あ
る
 

と
き
は
、
い
つ
で
も
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(
2)
こ
の
証
明
書
は
、
他
人
に
貸
与
し
、
又
は
譲
渡
す
る
こ
と
は
で
き
 

な
い
。
 

 
(
3)
こ
の
証
明
書
を
紛
失
し
た
と
き
は
、
直
ち
に
、
発
行
者
に
届
け
出
 

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
 

 
(
4)
こ
の
証
明
書
は
、
卒
業
・
退
学
等
に
よ
っ
て
学
籍
を
失
っ
た
と
き
 

は
、
直
ち
に
発
行
者
に
返
さ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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平成   年   月   日 
 
函館厚生院看護専門学校長 様 
 

【学生】 
学籍番号 
 
氏  名             （自署） 

 
【（連帯）保証人】 
 
 氏  名             （自署） 

 
 
 

授業料等 分納 ・ 延納 願 

 
 
下記のとおり授業料等の 分納 ・ 延納 をお願いいたします。 
 
１．理  由 
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
                                               
 
 
２．金  額 

                円 
 
 
３．納入期日・金額 
 

第１回納入日：   平成  年  月  日   、納入金額：        円 
 

第２回納入日：   平成  年  月  日   、納入金額：        円 
 

第３回納入日：   平成  年  月  日   、納入金額：        円 
以上 

 

   年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

 

                    学籍番号     氏名                  

 

 

               再 実 習 願 

 

 

      実習科目：                     

 

      実習場所：                     

 

 

 

                                                                   

                                                              

                                                                  

                                                               

                                                             

                                      

                                                    

 

 

 

＜連帯保証人記入欄＞ 

                                                                

                                                                        

                                                                         

                                                                         

                                                                          

 

                    連帯保証人名（自署）：                

 

 

 

学校長 副学校長 教務課長 実習係 実習担当  事務 

      

 

年   月   日 

 

函館厚生院看護専門学校長 様 

 

 

                    学籍番号     氏名                  

 

 

               特 別 実 習 願 

 

 

      実習科目：                     

 

      実習場所：                     

 

 

 

                                                                   

                                                              

                                                                  

                                                               

                                                             

                                      

                                                    

 

 

 

＜連帯保証人記入欄＞ 

                                                                

                                                                        

                                                                         

                                                                         

                                                                          

 

                    連帯保証人名（自署）：                

 

 

 

学校長 副学校長 教務課長 実習係 実習担当  事務 

      

（所定用紙）

（所定用紙）

（所定用紙）

（所定用紙）

「年」は西暦にて記載すること。

１．在学証明書‥‥‥　　　　　通 １．在学証明書‥‥‥　　　　　通
２．卒業見込証明書‥‥　　　　通 ２．卒業見込証明書‥‥　　　　通
３．卒業証明書‥‥　　　　　　通 ３．卒業証明書‥‥　　　　　　通
４．成績証明書‥‥　　　　　　通 ４．成績証明書‥‥　　　　　　通
５．その他（　　　　　　）　　通 ５．その他（　　　　　　）　　通

申込年月日 申込年月日

学　　年 学　　年

氏　　名 氏　　名

生年月日 生年月日

※成績証明書
　希望者のみ
　記　　入

※成績証明書
　希望者のみ
　記　　入

備　　考 備　　考

　３．奨学金申請のため（奨学金名称：　　　　　　　　　　）

　４．学校受験のため（学校名：　　　　　　　　　　　）

西暦　　　　　年　　　月　　　日

第　　　　学年
学籍番号
（既卒生は
　回生で可）

西暦　　　　　年　　　月　　　日

各種証明書交付願

使途の詳細

　現住所〒

　TEL　（　　　　　　）　　　　　　―

　５．資格試験受験のため（試験名：　　　　　　　　　）

　６．就職先に提出のため（就職先：　　　　　　　　　）

　７．その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　（提出先：　　　　　　　　　　　　　　　）

　１．国民年金の免除申請に使用するため

　２．健康保険被扶養者として認定を受けるため

各種証明書交付願

西暦　　　　　年　　　月　　　日

第　　　　学年
学籍番号
（既卒生は
　回生で可）

　５．資格試験受験のため（試験名：　　　　　　　　　）

　６．就職先に提出のため（就職先：　　　　　　　　　）

　３．奨学金申請のため（奨学金名称：　　　　　　　　　　）

　４．学校受験のため（学校名：　　　　　　　　　　　）

　７．その他（理由：　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　　（提出先：　　　　　　　　　　　　　　　）

　現住所〒

　TEL　（　　　　　　）　　　　　　―

西暦　　　　　年　　　月　　　日

使途の詳細

　１．国民年金の免除申請に使用するため

　２．健康保険被扶養者として認定を受けるため
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